
日本原燃株式会社 

資料番号 耐震機電 10 R1 

提出年月日 令和 3年 2月 26 日 

耐震設計の基本方針に関する補足説明資料 

Ⅳ 耐震性に関する説明書 

水平２方向の組合せに関する設備の 

抽出及び考え方について 

【公開版】 

1



目 次 

1. 概要及び適用範囲 ························································· 1

2. 実施内容 ································································· 1

3. 設備抽出の考え方について ················································· 2

3.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討対象設備の分類 ·········· 2 

3.2 当社特有の設備に対する影響検討の根拠 ·································· 2 

4. 水平２方向同時加振の影響について ········································· 8

4.1 応答軸が明確である設備 ··············································· 8 

4.2 標準支持間隔法を適用した配管 ·········································· 11 

4.3 円筒形容器 ··························································· 18 

4.4 クレーン類 ··························································· 26

2

：商業機密の観点から公開できない箇所



1 

1. 概要及び適用範囲

本補足説明資料の位置づけとしては，添付書類「Ⅳ-1-1-7 水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せに関する影響評価方針」に示す水平２方向影響評価方針にて抽出を行った添付書類

「Ⅳ-1-1-7 別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果」の抽出

結果について，設備形状ごとに水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ影響を検討した内容

を示す。 

第１回申請対象設備は，耐震評価は全て構造強度評価によるものであり機能維持評価によ

るものはないこと※から，本資料においては，構造強度評価に関する全申請設備の整理を示す

こととし，機能維持評価に関する全申請設備の整理については後次回申請において示す。 

さらに，第１回申請対象設備については後述するように構造強度評価への影響は全て軽微

（計算による影響評価が不要）と判断されるものであったことから，全申請設備に対する水平

２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果を含めた整理についても後次回申

請において示す。 

  ※：第１回申請対象設備である安全冷却水Ｂ冷却塔においては，ファン駆動部が動的機能維持評価の

対象となるが，ファン駆動部の仕様が JEAG4601-1991 追補版に定める適用機種の適用範囲外であ

るため，構造強度評価にて耐震性を示している。 

2. 実施内容

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価対象設備の抽出結果は添付書類「Ⅳ-1-1-7別紙 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果」に記載しており，本抽出結

果は当社特有の設備を含め示している。 

よって，次項以降に当社特有設備の形状，形状に対する水平２方向同時加振影響の考え方を

示した上で，当社設備全体に対する水平２方向同時加振の影響を軽微とした根拠，また設備形

状に応じた評価部位ごとの影響有無に対する確認結果を示す（計算による影響評価結果は後

次回申請において示す）。 

なお，本補足説明資料の説明に当たっては，設工認基本方針からの説明を行う必要があるた

め，本資料の別紙において許可整合，先行発電プラントとの設工認申請書の比較，また設工認

申請書に修正がある場合は修正内容を示した上で説明を行う。許可整合等の資料を別紙-1に

添付する。 
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3. 設備抽出の考え方について 

当社特有の設備に対して，設備形状を踏まえた抽出の考え方を示す。 

3.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討対象設備の分類 

当社における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討対象設備としては 14

設備（機種）となる。そのうち，先行発電プラントと同様の形状である設備と当社特有の

形状である設備に整理する。 

＜先行発電プラントと同様の形状＞ 

・先行発電プラントの設備と形状が同様の設備：11 分類 

＜当社特有の形状＞ 

・当社特有の形状：３分類 

 

3.2 当社特有の設備に対する影響検討の根拠 

当社特有の形状である３形状の設備について，添付書類「Ⅳ-1-1-7 別紙」の水平２方向

及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討設備の抽出の観点（１）～（３）により当社特有設

備の形状を踏まえて確認した内容を示す。 

 

     【水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討設備の抽出】 

（１）：水平２方向の地震力が重複する観点 

（２）：水平２方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点 

（３）：水平１方向及び鉛直方向地震力に対する水平２方向及び鉛直方向地震力増分の観点 

・平板型設備 

平板型設備については，容器の形状の幅が薄い平板であり，軸方向の長さと軸

直角方向で強軸，弱軸が存在することから，（３）水平１方向及び鉛直方向地震力

に対する水平２方向及び鉛直方向地震力増分の観点により，支配的な応答軸が明

確である。 

 

 

 

 

 

第 3.1-1 図 平板型設備の応答

応答軸 
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                ・矩形型設備 

矩形型設備については，設備の両端を躯体に支持している設備であり水平方向

の振動方向が限定されることから，設備の形状によらず強軸，弱軸が存在するこ

とから（３）水平１方向及び鉛直方向地震力に対する水平２方向及び鉛直方向地

震力増分の観点により，支配的な応答軸が明確である。 

 

 

 

 

 

 

第 3.1-2 図 矩形型設備の応答軸 

・昇降設備 

昇降設備については，昇降シャフト部の形状が左右対称の設備であり,以下の

理由から水平２方向の影響である（１）～（３）の３つの観点を否定できないた

め，水平２方向入力の影響を受ける可能性がある。 

 水平２方向の地震力が重複する可能性がある。 

 中央に昇降シャフトを有することから応答軸が明確と判断できない。 

 

 

 

 

 

 

               第3.1-3図 昇降設備のイメージ図 

以上の当社特有設備である３形状を含めた，設備全体を分類した形状に対し，水平２方向

同時加振の影響について検討した結果を表 3-1 に示す。また，表 3-1 の整理において，水平

２方向同時加振の影響を軽微と判断する根拠について特記すべき事項を次項 4.に示す。 

なお，表 3-1 の整理では「影響有」となる設備が存在するが，今回申請設備に該当するも

のは無い。次回以降の申請回次において，「影響有」となる設備に対する計算による影響評

価結果を含めた整理を示すこととする。  

  

・・・固定面 

応答軸 
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第3-１表　機器・配管系の耐震評価における水平２方向入力の影響有無整理結果（構造強度評価）（1/4）

○：影響あり

△：影響軽微

一次応力 △ B
評価部位は円形の一様断面であることから，水平地震の方向ごとに最大応力点が
異なる。したがって，水平２方向の地震力を組み合わせた場合でも水平２方向の影
響は軽微である。【補足説明資料】

一次＋二次応力 △ B 同上

引張 △ B
ボルトは円周状に配置され，水平地震の方向ごとに最大応力の発生点が異なる。
したがって，水平２方向の影響は軽微である。

せん断 ○ － 基礎ボルト全断面で水平荷重を負担するため，２方向入力の影響がある。

組合せ ○ or △ － 上記せん断応力により許容応力が低減する場合に影響が生じる。

一次応力 △ B
評価部位は円形の一様断面であることから，水平地震の方向ごとに最大応力点が
異なる。したがって，水平２方向の地震力を組み合わせた場合でも水平２方向の影
響は軽微である。【補足説明資料】

一次＋二次応力 △ B 同上

引張 △ B
ボルトは円周状に配置され，水平地震の方向ごとに最大応力の発生点が異なる。
したがって，水平２方向の影響は軽微である。

せん断 ○ － 基礎ボルト全断面で水平荷重を負担するため，２方向入力の影響がある。

組合せ ○ or △ － 上記せん断応力により許容応力が低減する場合に影響が生じる。

一次応力 ○ －
評価点が脚付根部等の局所であり，１方向の地震においても軸直角方向の評価点
へも影響が生じることから，２方向入力の影響がある。

一次＋二次応力 ○ － 同上

組合せ ○ － 同上

座屈 ○ － 同上

引張 ○ －
１方向の地震においても軸直角方向の評価点へも影響が生じることから，２方向入
力の影響がある。

せん断 ○ － 基礎ボルト全断面で水平荷重を負担するため，２方向入力の影響がある。

組合せ ○ or △ － 引張応力及びせん断応力に影響が生じることから水平2方向の影響がある。

×

×

○

応答軸が明確
（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1項(3)
に対応）

○：応答軸が明確
×：応答軸が明確でない

―

支持脚

平底型設備

胴板

基礎ボルト

基礎ボルト

胴板

脚支持設備

スカート型設備

胴板，スカート

×

応力分類

基礎ボルト

水平２方向の地震力
の重複による影響の

有無
（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1

項(1)に対応）

影響軽微とした分類
A：水平２方向の地震力を受けた場合でも，
　　構造により水平１方向の地震力しか負担
　　しないもの
B：水平２方向の地震力を受けた場合，構造
　　により最大応力の発生箇所が異なるもの
C：水平２方向の地震を組み合わせても１方向
　　の地震による応力と同等といえるもの

設備 部位 影響有無の説明

―

×

水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ
振動等）が生じる観点（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1項(2)に対応）

振動モード及び新たな応力
成分の発生有無

○：発生する
×：発生しない

　左記の振動モードの影響
　がないことの理由
　新たな応力成分が発生
　しないことの理由

―

×
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第3-１表　機器・配管系の耐震評価における水平２方向入力の影響有無整理結果（構造強度評価）（2/4）

○：影響あり

△：影響軽微

水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ
振動等）が生じる観点（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1項(2)に対応）

応答軸が明確
（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1項(3)
に対応）

○：応答軸が明確
×：応答軸が明確でない振動モード及び新たな応力

成分の発生有無

○：発生する
×：発生しない

　左記の振動モードの影響
　がないことの理由
　新たな応力成分が発生
　しないことの理由

設備 部位 応力分類

水平２方向の地震力
の重複による影響の

有無
（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1

項(1)に対応）

影響軽微とした分類
A：水平２方向の地震力を受けた場合でも，
　　構造により水平１方向の地震力しか負担
　　しないもの
B：水平２方向の地震力を受けた場合，構造
　　により最大応力の発生箇所が異なるもの
C：水平２方向の地震を組み合わせても１方向
　　の地震による応力と同等といえるもの

影響有無の説明

一次応力 △ A
水平２方向が同時に作用した場合においても，強軸と弱軸の関係が明確であり，斜
め方向に変形するのではなく，支持構造物の強軸側と弱軸側に変形するため，最
大応力発生部位は変わらず影響は軽微である。

一次＋二次応力 △ A 同上

支持脚 組合せ △ A 同上

引張 △ A 同上

せん断 ○ － 基礎ボルト全断面で水平荷重を負担するため，２方向入力の影響がある。

組合せ ○ or △ －
上記せん断応力が生じる場合にのみ，許容応力が低減することから影響が生じ
る。

引張 △ A
基礎ボルト・取付ボルトは矩形配置であり，水平２方向の入力で対角方向に転倒す
ることはなく，２方向入力の影響は軽微である。

せん断 ○ －
基礎ボルト及び基礎ボルト全断面で水平荷重を負担するため，２方向入力の影響
がある。

組合せ ○ or △ － 上記せん断応力により許容応力が低減する場合に影響が生じる。

引張 △ B
ボルトは円周状に配置され，水平地震の方向ごとに最大応力の発生点が異なる。
したがって，水平２方向の影響は軽微である。

せん断 ○ － ボルト全断面で水平荷重を負担するため，２方向入力の影響がある。

組合せ ○ or △ － 上記せん断応力により許容応力が低減する場合に影響が生じる。

曲げ △ Ａ
すべり方向とすべり直交方向では，それぞれの水平方向地震を受けた場合の挙動
が異なるため，方向ごとに発生応力が異なる。したがって，水平２方向の影響は軽
微である。【補足説明資料】

せん断 △ Ａ 同上

組合せ △ Ａ 同上

曲げ △ Ａ 同上

せん断 △ Ａ 同上

組合せ △ Ａ 同上

転倒防止装置 組合せ △ Ａ
すべり方向とすべり直交方向では，それぞれの水平方向地震を受けた場合の挙動
が異なるため，方向ごとに発生応力が異なる。したがって，水平２方向の影響は軽
微である。【補足説明資料】

吊具 吊具荷重 △ C 鉛直荷重のみ作用し水平荷重が作用しないため水平２方向入力の影響は無い。 × ―

クレーン，台車類

構造物フレーム

○

３次元FEMモデルを用いた
解析により，従来よりねじれ
モードを考慮した耐震評価
を実施している。 ○

レール

横形ポンプ，非常用ディーゼル機関・発電機，
ファン類

基礎ボルト，取付ボルト × ― ○

立形ポンプ 基礎ボルト，取付ボルト × ― ×

横置型設備

胴板

× ― ○

基礎ボルト
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第3-１表　機器・配管系の耐震評価における水平２方向入力の影響有無整理結果（構造強度評価）（3/4）

○：影響あり

△：影響軽微

水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ
振動等）が生じる観点（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1項(2)に対応）

応答軸が明確
（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1項(3)
に対応）

○：応答軸が明確
×：応答軸が明確でない振動モード及び新たな応力

成分の発生有無

○：発生する
×：発生しない

　左記の振動モードの影響
　がないことの理由
　新たな応力成分が発生
　しないことの理由

設備 部位 応力分類

水平２方向の地震力
の重複による影響の

有無
（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1

項(1)に対応）

影響軽微とした分類
A：水平２方向の地震力を受けた場合でも，
　　構造により水平１方向の地震力しか負担
　　しないもの
B：水平２方向の地震力を受けた場合，構造
　　により最大応力の発生箇所が異なるもの
C：水平２方向の地震を組み合わせても１方向
　　の地震による応力と同等といえるもの

影響有無の説明

ラック箱
一次応力
（曲げ，せん断）

○ － 水平２方向入力の影響がある。 ○

３次元FEMモデルを用いた
解析により，従来よりねじれ
モードを考慮した耐震評価
を実施している。

引張 △ A
基礎ボルト・取付ボルトは矩形配置であり，水平２方向の入力で対角方向に転倒す
ることはなく，２方向入力の影響は軽微である。

×

せん断 ○ － 基礎ボルト全断面で水平荷重を負担するため，２方向入力の影響がある。 ×

組合せ ○ or △ － 上記せん断応力により許容応力が低減する場合に影響が生じる。 ×

各部位 各応力分類 ○ ― 水平２方向入力の影響がある。 × ― ○

一次応力 △ B
水平２方向が同時に作用した場合においても，強軸と弱軸の関係が明確であり，斜
め方向に変形するのではなく，支持構造物の強軸側と弱軸側に変形するため，最
大応力発生部位は変わらず影響は軽微である。

一次＋二次応力 △ B 同上

ラグ 組合せ △ B 同上

引張 △ A
取付ボルトの引張荷重は槽本体の変形によるものであるため，胴板同様２方向入
力の影響は軽微である。

せん断 ○ － 取付ボルト全断面で水平荷重を負担するため，２方向入力の影響がある。

組合せ ○ or △ － 上記せん断応力により許容応力が低減する場合に影響が生じる。

架構 組合せ △ B
水平２方向が同時に作用した場合においても，強軸と弱軸の関係が明確であり，斜
め方向に変形するのではなく，支持構造物の強軸側と弱軸側に変形するため，最
大応力発生部位は変わらず影響は軽微である。

× ― ○

昇降シャフト 組合せ ○ － 水平２方向入力の影響がある。

引張 △ A
取付ボルトは矩形配置であり，水平２方向の入力で対角方向に転倒することはな
く，２方向入力の影響は軽微である。

せん断 ○ － 取付ボルト全断面で水平荷重を負担するため，２方向入力の影響がある。

組合せ ○ or △ － 上記せん断応力により許容応力が低減する場合に影響が生じる。

昇降設備 × ― ×

取付ボルト

取付ボルト

躯体一体型設備

使用済燃料ラック ×

基礎ボルト ―

矩形型設備

平板型設備

胴板

× ― ○
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第3-１表　機器・配管系の耐震評価における水平２方向入力の影響有無整理結果（構造強度評価）（4/4）

○：影響あり

△：影響軽微

水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ
振動等）が生じる観点（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1項(2)に対応）

応答軸が明確
（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1項(3)
に対応）

○：応答軸が明確
×：応答軸が明確でない振動モード及び新たな応力

成分の発生有無

○：発生する
×：発生しない

　左記の振動モードの影響
　がないことの理由
　新たな応力成分が発生
　しないことの理由

設備 部位 応力分類

水平２方向の地震力
の重複による影響の

有無
（Ⅳ-1-1-7　別紙　2.1

項(1)に対応）

影響軽微とした分類
A：水平２方向の地震力を受けた場合でも，
　　構造により水平１方向の地震力しか負担
　　しないもの
B：水平２方向の地震力を受けた場合，構造
　　により最大応力の発生箇所が異なるもの
C：水平２方向の地震を組み合わせても１方向
　　の地震による応力と同等といえるもの

影響有無の説明

直管配管
（水平）

一次応力 △ C
水平１方向の地震力の応答が支配的であり，他の水平方向の地震力による応答
は小さいため，水平２方向入力の影響は軽微である。【補足説明資料】

直管配管
（鉛直）

一次応力 △ C
従来設計である水平方向の設計と同等の応力となるため，影響は軽微である。【補
足説明資料】

曲り部
分岐部

一次応力 △ C

曲り部（および分岐部）を含む配管は，水平２方向の地震により曲げ荷重が曲がり
部（及び分岐部）にそれぞれ発生するため影響を確認する。 影響確認のため，曲
がり部（及び分岐部）の支持間隔長さをパラメータとし解析した結果，標準支持間隔
法を用いた制限値内において，水平２方向入力と水平1方向入力との場合の発生
荷重の最大比率を確認しており，２方向入力の影響は軽微であることを確認した。
【補足説明資料】

一次応力，組合せ ○ ― 水平２方向入力の影響がある。

一次＋二次応力
（疲労評価）

○ ― 同上

配管本体，サポート
（多質点はりモデル解析）

配管，サポート ○

３次元FEMモデルを用いた
解析により，従来よりねじれ
モードを考慮した耐震評価
を実施している。

×

配管本体
（定ピッチスパン法）

× ― ○
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4. 水平２方向同時加振の影響について 

4.1 応答軸が明確である設備 

4.1.1 設備の有する耐震性に対して影響軽微であることの説明 

設備の応答軸（弱軸・強軸）の方向，あるいは厳しい応力が発生する向きが明確であ

る設備（以下，「応答軸が明確である設備」という。）があり，このような設備について

は従来設計手法として，解析時にＮＳ・ＥＷ方向を包絡した地震力（床応答曲線等）を

設備のＸ方向及びＹ方向から入力し，最大応答で評価する等， 保守的な評価を実施し

ている。このような応答軸が明確である設備については，水平２方向の地震力による従

来設計手法への影響が懸念されるようなことはないと考える。その理由を以下に示す。 

応答軸が明確である設備については，従来設計手法においても建物・構築物のＮＳ・

ＥＷ方向の応答を包絡した地震力を設備の各応答軸（第 4.1-1 図 Ｘ，Ｙ 方向）へ入力

しているため，設備にとって厳しい方向となる弱軸方向への入力を用いた評価を実施し

ている。 

水平２方向の地震力を想定した場合，２方向の地震力が合成されるとすると，最大値

が同時に発生する場合，最大で ２倍の大きさの入力となることが考えられるが，応答

軸が明確である設備は対角方向へ転倒し難く，設備の応答軸方向へ応答し易いため，応

答はそれぞれの応答軸方向（弱軸／強軸）に分解され，強軸側の応答は十分に小さくな

る。また，強軸方向に比べて転倒し易い弱軸方向が，最も厳しい条件となるため，実質

的には弱軸方向に１方向を入力した場合の応答レベルと同等となる。各方向における最

大値の生起時刻の非同時性を考慮すると，さらにその影響は小さくなり，弱軸１方向入

力による評価と大きく変わらない結果となる。 

設計手法としてＮＳ・ＥＷ方向を包絡した地震力（床応答曲線等）を入力して保守的

な評価を実施していることも考えると，応答軸が明確である設備については，水平２方

向の地震力を考慮した場合においても影響軽微である。 
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第 4.1-1 図 水平２方向同時加振時の応答イメージ 

 

上述の考え方は，設備の応答軸の方向と入力の方向の関係によるものであることか

ら，部位・応力分類によらず，各設備の耐震評価における入力方法によって影響軽微

か否かを判断できると考える。第 4.1-1 表に応答軸が明確である設備の例を示す。 

  

建物内 

ポンプ 容器 

NS（Y） 

EW（X） 

建物への入力地震動方向＝建物の応答軸 

建
物
へ
の
入
力
地
震
動
方
向
＝
建
物
の
応
答
軸 

+X -X 

+Y 

 

-Y 

α 

最大で 2 αが入力

として想定される。 

+X -X 

+Y 

-Y 

αsinθ 

α 

θ 

αcosθ 

左図で合成されたαが強

軸・弱軸方向に分力され

る。それぞれの方向で荷重

を負担する部位や断面が

異なることを考慮すると，

従来の水平１方向による

評価と同等以下となる。 水平２方向加振考慮時のイメージ 応答の分力イメージ 
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第 4.1-1 表 応答軸が明確である設備について 

設備 構造図 説明 備考 

横置型設備，脚支

持設備，矩形型設

備，平板型設備，

躯体一体型設備 

 

 

 

 

 

 

横置型設備は矩形形状

の支持脚により支持さ

れており強軸と弱軸の

関係が明確であること

から，応答軸の方向に

地震力を入力した評価

を実施している。 

このため，構造上応答

軸が明確である設備に

ついては同様の扱いと

する。 

ＮＳ・ＥＷ 

包絡地震力を

用いている。 

横形ポンプ，非常

用ディーゼル機

関・発電機（ボル

ト），ファン類 

 

 

空調ファン等は矩形に

配置されたボルトにて

支持されている。対角

方向の剛性が高く，水

平地震力に対して斜め

方向へ転倒することな

く，弱軸／強軸方向に

しか応答せず，その方

向に地震を入力した評

価を実施している。 

ＮＳ・ＥＷ 

包絡地震力を

用いている。 

 

 

 

 

 

  

応答軸 

応答軸 

転倒方向 
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4.2 標準支持間隔法を適用した配管 

4.2.1 設備の有する耐震性に対して影響軽微であることの説明 

配管の耐震設計における「簡易モデルによる地震応答解析（標準支持間隔法）」につ

いて，水平２方向の地震力による影響検討を行う。ここで，配管は曲げによる応力が主

であることから，曲げ応力に着目した影響を検討する。 

 

4.2.2  振動特性や構造特性の検討 

(1) 配管（水平） 

水平配管に水平２方向の地震力を考慮した場合，建物応答軸に沿った配管配置で

は，水平１方向の地震力のみが曲げ荷重となるため，水平２方向の影響は軽微であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.2-1 図  建物Ｘ軸に沿った配管配置 

 

一方，建物応答軸と角度を有した配管配置では，それぞれの方向の地震の分力が曲

げ荷重となり，それぞれの方向の地震力の大きさを１：１と仮定しても水平１方向の

地震力と同等となる。 

また，片端にアンカーを有する配管配置も建物応答軸と角度を有した配置と同様

に，それぞれの方向の地震力の分力が曲げ荷重となることから，水平１方向の地震力

と同等となる。  
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(2) 配管（鉛直） 

鉛直配管に水平２方向の地震力を考慮した場合，それぞれの方向の地震力に対して

第 4.2-2 図に示すとおり曲げ荷重が発生する。水平１方向地震の荷重をそれぞれ１と

した場合，規格式ベースで考えた場合は１以上の結果となり，水平２方向地震の影響

を受ける可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.2-2 図 水平地震による鉛直配管の発生曲げ荷重概念図 

 

そのため，標準支持間隔法での鉛直配管について水平２方向による影響を詳細に確

認する。標準支持間隔法による算出応力は，水平及び鉛直配管共に水平１方向地震と

鉛直地震により発生する応力を二乗和平方根（SRSS）法により算出する。 

鉛直配管の水平２方向地震の影響については，標準支持間隔法の算出応力のうち鉛

直配管では曲げ荷重に寄与しない自重及び鉛直地震により発生する応力を除き，地震

力を水平２方向分考慮した発生値と許容値を比較した結果，影響軽微であることを確

認した。具体例を以下に示す。 

① 荷重組合せ 

水平１方向入力の荷重組合せ：σ①＝内圧＋自重＋SRSS（水平１方向地震，鉛直地震） 

水平２方向入力の荷重組合せ：σ②＝内圧＋SRSS（Ｘ方向地震，Ｙ方向地震） 

           σ①及びσ②で考慮している荷重を第 4.2-1 表，第 4.2-2 表及び第 4.2-3 図に示す。 

 

 

 

 

14



 

13 

 

第 4.2-1 表 水平１方向入力の荷重組合せ 

 内圧 自重 水平地震 鉛直地震 

配管（鉛直） ○ ○ ○※ ○ 

※ 水平１方向入力地震（Ｘ,Ｙ方向地震 FRS の包絡波を適用）による荷重 

 

第 4.2-2 表 水平２方向入力の荷重組合せ 

 内圧 自重 水平地震 鉛直地震 

配管（鉛直） ○ －※1 ○※2 －※3 

※1 鉛直配管は，自重による曲げモーメントは発生しないため，除外。 

※2 水平２方向入力地震による曲げモーメントを SRSS にて算出。 

※3 鉛直配管は，鉛直地震による曲げモーメントは発生しないため，除外。 

 

 

第 4.2-3 図 荷重組合せのイメージ 
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② 評価結果 

       

 

第 4.2-3 表 安全冷却水Ｂ 冷却塔※1における定ピッチスパン応力の結果（Ｓｓ） 

 

第 4.2-4 表 安全冷却水Ｂ冷却塔※1における定ピッチスパン応力の結果（Ｓｄ） 
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 (3) 配管（曲がり部） 

配管（曲がり部）について，建屋応答軸に沿った（又は直交した）配管配置で水平

２方向の地震力を考慮した場合，水平各方向の大きさを１Ｇで設定し，第 4.2-4 図中

の L1の長さを 0.1～0.5（0.2 刻み）とした各ケースについて，水平１方向入力の曲げ

荷重に対する水平２方向入力の曲げ荷重を比較した結果，曲げ荷重の最大値（各ケー

ス包絡）は水平１方向及び水平２方向で同等であり，水平２方向の地震力の影響は軽

微であることを確認している。 

 

 

第 4.2-4(1)図 配管（曲がり部）モデル 

 

 

第 4.2-4(2)図 配管（曲がり部）モデル 

 

また，建屋応答軸と角度を有した配管（曲がり部）配置についても，各方向の地震

の分力が曲げ荷重となるため，それぞれの方向の地震力の大きさを１：１と仮定して

も水平１方向の地震力と同等となる。 
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(4) 配管（分岐部） 

配管（分岐部）について，建屋応答軸に沿った（又は直交した）配管配置で水平２方

向の地震力を考慮した場合，水平各方向の大きさを１Ｇで設定し，第 4.2-5 図中の LB

の長さを 0.2～0.8（0.2 刻み）とした各ケースについて，水平１方向入力の曲げ荷重に

対する水平２方向入力の発生値を検討した結果，それぞれの曲げ荷重の最大値は，同等

であり，水平２方向の地震力の影響は軽微である。 

 

第 4.2-5(1)図 配管（分岐部）モデル 

 

 

第 4.2-5(2)図 配管（分岐部）モデル 

 

 

第 4.2-5(3)図 配管（分岐部）モデル 
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また，建屋応答軸と角度を有した配管（分岐部）配置についても，各方向の地震の

分力が曲げ荷重となるため，それぞれの方向の地震力の大きさを１：１と仮定しても

水平１方向の地震力と同等となる。 

 

(5) 配管（集中部） 

配管（集中部）について，直管部に集中重量物を考慮した形状であり，直管の水平２

方向の対応と同じ結果となるため，水平２方向の地震力の影響は軽微である。 

 

4.2.3 まとめ 

標準支持間隔法を適用した配管について，振動特性や構造特性上，水平２方向の地震力

に対する影響が軽微であることを確認した。  
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4.3 円筒形容器 

4.3.1 設備の有する耐震性に対して影響軽微であることの説明 

円筒形容器については，Ｘ方向地震とＹ方向地震とでは最大応力点が異なるため，そ

れぞれの地震による応力を組み合わせても影響軽微としている。本項では，解析にて影

響確認することを目的として，円筒形容器のＦＥＭモデルを用いた解析を実施した結果

を示す。ここで，本検討は軸方向応力，周方向応力及びせん断応力の組合せに基づく胴

の組合せ一次応力を対象としたものである。 

具体的な確認項目として，以下２点を確認した。 

① Ｘ方向地震とＹ方向地震とで最大応力点が異なることの確認 

② 最大応力点以外に，Ｘ方向地震とＹ方向地震による応力を組み合わせた場合に影

響のあるような点があるかを確認 

 

4.3.2 影響評価検討 

評価検討モデルを第 4.3-1 図に示す。また，検討方法を以下に示す。 

・検討方法 ：水平方向震度１ＧをＸ方向（0°方向）へ入力し，周方向の 0°方向

から 90°方向にかけて応力分布を確認する。また，水平１方向地震

による応力を用いて水平２方向地震による応力を評価する。 

・検討モデル ：たて置円筒形容器をシェル要素にてモデル化 

・拘束点 ：容器基部を拘束 

・荷重条件 ：モデル座標のＸ方向に水平方向震度１Ｇを与える 

・解析方法 ：静的解析 

・検討対象部位及び応力：容器基部における応力 

・水平２方向同時加振時の組合せ方法：SRSS 法（最大応答の非同時性を考慮） 
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第 4.3-1 図 評価検討モデル 

 

4.3.3 検討結果 

(1)軸方向応力σｘ 

容器基部における水平方向地震時の軸方向応力コンタ図を第 4.3-2 図に示す。 

この結果により，最大応力点は 0°/180°位置に発生していることが分かる。円筒形容

器のため評価部位が円形の一様断面であることから，Ｙ方向から水平方向地震力を入力

した場合においても最大応力点は 90°/270°位置に発生することは明白であるため，水

平方向地震動の入力方向により最大応力点は異なる。 

また，第 4.3-1 表にＸ方向，Ｙ方向及び水平２方向入力時の軸方向応力分布を示す。 

中間部（0°/90°方向以外）において水平２方向入力時の影響が確認できる。なお，

SRSS 法を用いた水平２方向入力時の応力σx,s(θ)は，水平１方向入力時の軸方向応力解

析結果（Ｘ方向入力時応力σx,X(θ)，Ｙ方向入力時応力σx,Y(θ)）により，以下のとお

り算出する。 

σx,s(θ)＝ (σx,X(θ)2＋σx,Y(θ)2) 

 

  

 

軸方向応力 周方向応力 

σｘ σΦ 
τ 

τ 

せん断応力 
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第 4.3-2 図 水平方向地震時軸方向応力コンタ図 

 

第 4.3-1 表 水平方向地震時の軸方向応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時応力 

（MPa） 

σx,X(θ) 

Ｙ方向入力時応力 

（MPa） 

σx,Y(θ) 

２方向入力時応力 

（MPa） 

σx,s(θ) 

0°方向 7.39 0.24 7.39 

22.5°方向 6.92 2.60 7.39 

45°方向 5.23 5.23 7.40 

67.5°方向 2.60 6.92 7.39 

90°方向 0.24 7.39 7.39 

 

(2) 周方向応力σΦ 

容器基部における水平地震時の周方向応力コンタ図を第 4.3-3 図に，周方向応力分布を

第 4.3-2 表に示す。軸方向応力同様に最大応力点は 0°/180°位置に発生しており，最大

応力点が異なることについて確認できる。 

また，水平２方向入力時の影響についても軸方向応力と同様に中間部（0°/90°方向以

外）において水平２方向入力時の影響が確認できる。なお，SRSS 法を用いた水平２方向

入力時の応力σφ,s(θ)は，水平１方向方向入力時の周方向応力解析結果（Ｘ方向入力時

応力σφ,X(θ)，Ｙ方向入力時応力σφ,Y(θ)）により，以下のとおり算出する。 

σφ,s(θ)＝ (σφ,X(θ)2＋σφ,Y(θ)2)  
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第 4.3-3 図 水平方向地震時周方向応力コンタ図 

 

第 4.3-2 表 水平方向地震時の周方向応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時応力 

（MPa） 

σφ,X(θ) 

Ｙ方向入力時応力 

（MPa） 

σφ,Y(θ) 

２方向入力時応力 

（MPa） 

σφ,s(θ) 

0°方向 2.14 0.07 2.14 

22.5°方向 2.00 0.75 2.14 

45°方向 1.51 1.51 2.14 

67.5°方向 0.75 2.00 2.14 

90°方向 0.07 2.14 2.14 

 

(3)  せん断応力τ 

容器基部における水平地震時のせん断応力コンタ図を第 4.3-4 図に示し，せん断応力

分布を第 4.3-3 表に示す。せん断応力は軸方向及び周方向応力とは異なり，最大応力は 

90°/270°位置に生じているが，最大応力と最小応力の生じる点が回転しているのみで

応力の傾向として最大応力点が異なることについて確認できる。 

また，水平２方向入力時の影響についても軸方向応力，周方向応力と同様に中間部

（0°/90°方向以外）において水平２方向入力時の影響が確認できる。なお，SRSS 法を

用いた水平２方向入力時の応力τs(θ)は，水平１方向入力時のせん断応力解析結果（Ｘ

方向入力時応力τX(θ)，Ｙ方向入力時応力τY(θ)）により，以下のとおり算出する。 

τs(θ)＝ (τX(θ)2＋τY(θ)2) 
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第 4.3-4 図 水平方向地震時せん断応力コンタ図 

 

第 4.3-3 表 水平方向地震時のせん断応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時応力 

（MPa） 

τX(θ) 

Ｙ方向入力時応力 

（MPa） 

τY(θ) 

２方向入力時応力 

（MPa） 

τs(θ) 

0°方向 -0.06 -1.77 1.77 

22.5°方向 -0.62 -1.65 1.76 

45°方向 -1.25 -1.25 1.77 

67.5°方向 -1.65 -0.62 1.76 

90°方向 -1.77 -0.06 1.77 

 

(4)  組合せ応力σ 

胴の組合せ応力σは，第 4.3-1 表から第 4.3-3 表に示したＸ方向，Ｙ方向，水平２方

向入力時それぞれの軸方向応力σx，周方向応力σφ及びせん断応力τを用いて算出す

る。 

 

＜水平１方向のうち，Ｘ方向入力時の組合せ応力σX(θ)＞ 

主応力σ1,X(θ)，σ2,X(θ)，σ3,X(θ)は以下のとおり表される。 

σ1,X(θ)＝
1

2
｛σx,X(θ)＋σφ,X(θ)＋ ((σx,X(θ)－σφ,X(θ))２＋4τX(θ)２)｝ 
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σ2,X(θ)＝
1

2
｛σx,X(θ)＋σφ,X(θ)－ ((σx,X(θ)－σφ,X(θ))２＋4τX(θ)２)｝ 

σ3,X(θ)＝0 

各応力により，組合せ応力σX(θ)は以下のとおりとなる。 

σX(θ)＝max(|σ1,X(θ)－σ2,X(θ)|，|σ2,X(θ)－σ3,X(θ)|，|σ3,X(θ)－σ1,X(θ)|) 

なお，Ｙ方向入力時の組合せ応力σY(θ)は，上記の式におけるＸをＹに置き換えた式

により算出する。 

ここで，θ＝0°の場合，第 4.3-1 表よりσx,X(0°)＝7.39，第 4.3-2 表よりσ

φ,X(0°)＝2.14，第 4.3-3 表よりτX(0°)＝－0.06 であるため， 

σ1,X(0°)＝
1

2
｛7.39＋2.14＋ ((7.39－2.14)２＋4×(－0.06)２)｝＝7.39 

σ2,X(0°)＝
1

2
｛7.39＋2.14－ ((7.39－2.14)２＋4×(－0.06)２)｝＝2.14 

σ3,X(0°)＝0 

となる。したがって， 

σX(0°)＝max(|7.39－2.14|，|2.14－0|，|0－7.39|)＝7.39 

 

＜SRSS 法による水平２方向入力時を考慮した組合せ応力σs(θ)＞ 

主応力σ1,s(θ)，σ2,s(θ)，σ3,s(θ)は以下のとおり表わされる。 

σ1,s(θ)＝
1

2
｛σx,s(θ)＋σφ,s(θ)＋ ((σx,s(θ)－σφ,s(θ))２＋4τs(θ)２)｝ 

σ2,s(θ)＝
1

2
｛σx,s(θ)＋σφ,s(θ)－ ((σx,s(θ)－σφ,s(θ))２＋4τs(θ)２)｝ 

σ3,s(θ)＝0 

各応力により，応力σs(θ)は以下のとおりとなる。 

σs(θ)＝max(|σ1,s(θ)－σ2,s(θ)|，|σ2,s(θ)－σ3,s(θ)|，|σ3,s(θ)－σ1,s(θ)|) 

ここで，θ＝0°の場合，第 4.3-1 表よりσx,s(0°)＝7.39，第 4.3-2 表よりσ

φ,s(0°)＝2.14，第 4.3-3 表よりτs(0°)＝1.77 であるため， 

σ1,s(0°)＝
1

2
｛7.39＋2.14＋ ((7.39－2.14)２＋4×(1.77)２)｝＝7.93 
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σ2,s(0°)＝
1

2
｛7.39＋2.14－ ((7.39－2.14)２＋4×(1.77)２)｝＝1.60 

σ3,s(0°)＝0 

となる。したがって， 

σs(0°)＝max(|7.93－1.60|，|1.60－0|，|0－7.93|)＝7.93 

 

θ＝0°の場合に，SRSS 法を用いて算出した応力を第 4.3-4 表に示す。 

 

第 4.3-4 表 SRSS 法を用いて算出した応力（θ＝0°） 

応力 

Ｘ方向 

入力時応力 

（MPa） 

Ｙ方向 

入力時応力 

（MPa） 

SRSS 法 

（MPa） 

σｘ（θ） 7.39 0.24 ((7.39)２＋(0.24)２)＝7.39 

σΦ（θ） 2.14 0.07 ((2.14)２＋(0.07)２)＝2.14 

τ（θ） －0.06 －1.77 ((－0.06)２＋(－1.77)２)＝1.77 

σ１（θ） － － 
1/2×｛7.39＋2.14＋ 

((7.39－2.14)２＋4×(1.77)２)｝＝7.93 

σ２（θ） － － 
1/2×｛7.39＋2.14－ 

((7.39－2.14)２＋4×(1.77)２)｝＝1.60 

σ３（θ） － － 0.00 

σ（θ） － － 
max(|7.93－1.60|，|1.60－0|，|0－7.93|) 

＝7.93 

注：本表記載の数値は計算例を示すものであり，実際の評価とは桁数処理の関係上一致しない

ことがある。 
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算出した組合せ応力の分布及び分布図を第 4.3-5 表及び第 4.3-5 図に示す。 

 

第 4.3-5 表 水平方向地震時の組合せ応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時応力 

（MPa） 

σＸ(θ) 

Ｙ方向入力時応力 

（MPa） 

σＹ(θ) 

２方向入力時応力 

（MPa） 

σＳ(θ) 

0°方向 7.39 1.93 7.93 

22.5°方向 7.00 3.57 7.92 

45°方向 5.61 5.61 7.94 

67.5°方向 3.57 7.00 7.92 

90°方向 1.93 7.39 7.93 

 

 

第 4.3-5 図 水平方向地震時組合せ応力分布図 

 

水平２方向入力時の SRSS 法による組合せ最大応力は，第 4.3-5 表に示すとおり水平１

方向入力時の最大応力に対して約 7％上回る程度であり，水平２方向による影響は軽微

といえる。 
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4.4 クレーン類 

4.4.1 設備の有する耐震性に対して影響軽微であることの説明 

クレーンが負担する水平地震荷重イメージ図を第 4.4-1 図に示す。 

クレーンはレール上を車輪で移動する構造であるため，基本的には建物と固定されて

おらず，地震時に横行方向にすべりが生じた場合は，車輪のつばとレールの側面が接触

し，レールのすべりを制限する構造となっている。つまり，車輪とレールが接触し，ク

レーンが横行方向に建物と固定された構造では地震入力がクレーン本体へそのまま伝達

される。 

一方，走行方向については，車輪とレールの接触面（踏面）を介してクレーン本体へ

と荷重が伝達される構造であり，その荷重は摩擦力により制限されるため，地震入力に

より生じる荷重は軽微と考えられる。 

上記より，クレーン類の耐震評価では横行方向に対する地震応答が支配的であり，走

行方向に対しては比較的軽微であると考えられるため，クレーン類については水平２方

向の地震力を考慮した場合においても影響軽微である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.4-1 図 クレーンが負担する水平地震荷重イメージ図 
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様式-６ 設工認申請書 各条文の設計の考え方 

1 

第六条及び第三十三条（地震による損傷の防止） 

１．技術基準の条文、解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・

号 

解

釈 

添付書類 

耐① 
地震による周辺斜面の崩壊に対す

る設計方針（第六条） 
技術基準の要求事項を受けている内容 ３項 － a 

耐② 
安全機能を有する施設の耐震設計

の基本方針（第六条） 
技術基準の要求事項を受けている内容 １項 － a 

耐③ 
基準地震動に対する耐震重要施設

の耐震設計の基本方針（第六条） 
技術基準の要求事項を受けている内容 ２項 － a 

耐④ 
安全機能を有する施設の耐震重要

度分類（第六条） 
技術基準の要求事項を受けている内容 １項 － a 

耐⑤ 地震力の算定法（第六条） 技術基準の要求事項を受けている内容 
１項 

２項 
－ a 

耐⑥ 荷重の組合せと許容限界（第六条） 技術基準の要求事項を受けている内容 
１項 

２項 
－ a 

耐⑦ 

設計における留意事項のうち、各

段階における波及的影響の評価方

針（第六条） 

技術基準の要求事項を受けている内容 ２項 － a 

耐⑧ 

耐震評価（第六条） 

（構造強度評価） 

技術基準の要求事項を受けている内容 
１項 

２項 
－ 

a-1

耐震評価（第六条） 

（波及的影響評価） 
a-2

耐震評価（第六条） 

（水平2方向影響評価） 
a-3

耐震評価（第六条） 

（機能維持評価） 
a-4

耐⑨ 
地震による周辺斜面の崩壊に対す

る設計方針（第三十三条） 
技術基準の要求事項を受けている内容 ２項 － a 

耐⑩ 

重大事故等対処施設のうち、常設

耐震重要重大事故等対処設備に係

る耐震設計の基本方針（第三十三

条） 

技術基準の要求事項を受けている内容 
１項 

一号 
－ a 

耐⑪ 

重大事故等対処施設のうち、常設

耐震重要重大事故等対処設備以外

の常設重大事故等対処設備に係る

耐震設計の基本方針（第三十三条） 

技術基準の要求事項を受けている内容 
１項 

二号 
－ a 

耐⑫ 
重大事故等対処施設の設備分類

（第三十三条） 
技術基準の要求事項を受けている内容 

１項 

一号 

二号 

－ a 
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様式-６ 設工認申請書 各条文の設計の考え方 

2 

耐⑬ 地震力の算定法（第三十三条） 技術基準の要求事項を受けている内容 

１項 

一号 

二号 

－ a 

耐⑭ 
荷重の組合せと許容限界（第三十

三条） 
技術基準の要求事項を受けている内容 

１項 

一号 

二号 

－ a 

耐⑮ 

設計における留意事項のうち、重

大事故等対処施設における波及的

影響の評価方針（第三十三条） 

技術基準の要求事項を受けている内容 
１項 

一号 
－ a 

耐⑯ 

耐震評価（第三十三条） 

（構造強度評価） 

技術基準の要求事項を受けている内容 

１項 

一号 

二号 

－ 

a-1

耐震評価（第三十三条） 

（波及的影響評価） 
a-2

耐震評価（第三十三条） 

（水平2方向影響評価） 
a-3

耐震評価（第三十三条） 

（機能維持評価） 
a-4

２．事業変更許可申請書の本文のうち、基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

耐□１ 耐震設計の基本方針 

事業指定基準規則への適合性の方針を示すものであ

り、別途、技術基準規則への適合性の方針を記載する

ため、記載しない。 

a 

耐□２ 地盤に対する設置方針 
別条文（第五条）の要求事項に対する設計方針である

ことから第五条で記載する。 
a 

耐□３ 
基準地震動，弾性設計用地震動の

設定方針 

事業変更許可申請書で担保されている事項であるため

記載しない。 
－ 

耐□4  重複記載 
事業変更許可申請書での添六を基本設計方針に記載す

るため、記載しない。 
－ 

３．事業変更許可申請書の添六のうち、基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

耐◇１ 耐震設計の基本方針 

事業指定基準規則への適合性の方針を示すものであ

り、別途、技術基準規則への適合性の方針を記載する

ため、記載しない。 

a 

耐◇２ 地盤に対する設置方針 
別条文（第五条）の要求事項に対する設計方針である

ことから第五条で記載する。 
a 

耐◇３ 
安全機能を有する施設の耐震重要

度分類 

事業変更許可申請書で担保されている事項であるため

記載しない。 
a 

耐◇4  
基準地震動，弾性設計用地震動の

設定方針 

事業変更許可申請書で担保されている事項であるため

記載しない。 
－ 
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様式-６ 設工認申請書 各条文の設計の考え方 

3 

耐◇5  

荷重の組合せ上の留意事項（水平

２方向と鉛直方向の組合せに関す

る記載を除く。） 

第六条の要求事項にないことから，詳細については，

添付書類に，荷重の組合せにおいて包絡できるケース

等の留意事項について記載する。 

a 

耐◇6  
溢水防護、火災防護、化学薬品防

護の観点からの波及的影響評価 

第六条の要求事項にないことから，溢水防護について

は第十二条，火災防護については第十一条，化学薬品

については第十三条で記載する。 

b,c,d 

耐◇7  主要な施設の耐震構造 
主要設備の構造に関する記載であり、当該構造を踏ま

えた耐震性については添付書類に記載する。 
a 

耐◇8  重大事故等対処施設の設備分類 
事業変更許可申請書添付書類六の他記載と重複するた

め記載しない。 
－ 

耐◇9  地盤に対する設置方針 
別条文（第三十二条）の要求事項に対する設計方針で

あることから第三十二条で記載する。 
a 

耐

◇１0 
地震力の算定法 

事業変更許可申請書添付書類六の第七条の記載を適用

しており、重複するため記載しない。 
－ 

４．添付書類等 

№ 書類名 

a 

耐震性に関する説明書 

a-1 構造強度評価結果

a-2 波及的影響評価結果

a-3 水平 2方向影響評価結果

a-4 機能維持評価結果

b 再処理施設内における溢水による損傷の防止に関する説明書 

c 再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止に関する説明書 

d 火災及び爆発の防止に関する説明書 
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令和３年２月２４日 R０ 

【先行発電プラントとの比較表】

別紙-1（2）
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j2100014
テキストボックス
・先行発電プラントとの比較については，設計方針の差異の抽出　を行った上で差分の考え方を記載。
・確認範囲としては機器・配管系に対する範囲を対象とし，該当　部分を黒枠で示す。
・先行発電プラントからの差異となる部分を下線で示した上で，　第１回申請から修正がある場合は修正箇所を赤字で示す。
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

Ⅴ-2-1-8 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響

評価方針 

 

目次 

1. 概要 

2. 基本方針 

3. 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用い

る地震動 

4. 各施設における水平２方向及び方向地震力の組合せに対する影

響評価方針 

4.1 建物・構築物 

 

4.2 機器・配管系 

4.3 屋外重要土木構造物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

 

 

Ⅳ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関

する影響評価方針 

 

目次 

1. 概要 
2. 基本方針 
3. 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に

用いる地震動 
4. 各施設における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

対する影響評価方針 
4.1 建物・構築物(洞道以外) 
4.2 構築物(洞道) 
4.3 機器・配管系 
 

Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関

する影響評価方針 

 

目次 

1. 概要 
2. 基本方針 
3. 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に

用いる地震動 
4. 各施設における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

対する影響評価方針 
4.1 建物・構築物(洞道以外) 
4.2 構築物(洞道) 
4.3 機器・配管系 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針の概要」

のうち，「4.1 地震力の算定法(2)動的地震力」に基づき，水平

２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価の方針に

ついて説明するものである。 

 

2. 基本方針 

施設の耐震設計では，設備の構造から地震力の方向に対して

弱軸，強軸を明確にし，地震力に対して配慮した構造としてい

る。 

今回，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる耐震設

計に係る技術基準が制定されたことから，従来の設計手法にお

ける水平１方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に

対して，施設の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる影響の可能性がある施設を評価対象施設として抽

出し，施設が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

 

評価対象は「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則（平成25 年6 月28日原子力規制委員会規則第6 

号）」の第5 条及び第50 条に規定されている耐震重要施設及び

その間接支持構造物，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設

重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設，並びにこ

れらの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する施

設とする。耐震Ｂクラスの施設については，共振のおそれのあ

るものを評価対象とする。 

評価に当たっては，施設の構造特性から水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響を受ける部位を抽出し，その部位に

ついて水平２方向及び鉛直方向の荷重や応力を算出し，施設が

有する耐震性への影響を確認する。 

施設が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な手

法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

3. 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用い

る地震動 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に

は，基準地震動Ｓｓを用いる。基準地震動Ｓｓは，添付書類

「Ⅴ-2-1-2 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概

要」による。 

ここで，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響

評価に用いる基準地震動Ｓｓは，複数の基準地震動Ｓｓにおけ

る地震動の特性及び包絡関係を，施設の特性による影響も考慮

した上で確認し，本影響評価に用いる。 

1. 概要 

本資料は,添付書類「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」

のうち,「4.1 地震力の算定方法 4.1.2 動的地震力」に基

づき，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響

評価の方針について説明するものである。 

 

2. 基本方針  

施設の耐震設計では,設備の構造から地震力の方向に対し

て弱軸,強軸を明確にし,地震力に対して配慮した構造として

いる。 

「再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の

解釈」別記２において,水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せが示されたことから, 従来の設計手法における水平１方

向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に対して，施

設の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

よる影響の可能性がある施設を評価対象施設として抽出し，

施設が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

評価対象は「再処理施設の技術基準に関する規則」の第６

条及び第 33 条に規定されている耐震重要施設及びその間接

支持構造物，重大事故等対処施設，並びにこれらの施設への

波及的影響防止のために耐震評価を実施する施設とする。耐

震Ｂクラスの施設については共振のおそれのある施設を評価

対象とする。 

 

 

評価に当たっては,施設の構造特性から水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せの影響を受ける部位を抽出し,その部

位について水平２方向及び鉛直方向の荷重や応力を算出し,

施設が有する耐震性への影響を確認する。 

施設が有する耐震性への影響が確認された場合は,詳細な

手法を用いた検討等,新たに設計上の対応策を講じる。 

 

3. 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に

用いる地震動 

水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価には,基準

地震動Ｓｓを用いる。基準地震動Ｓｓは,添付書類「Ⅳ－１

－１－１ 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの概

要」による。 

ここで,水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影

響評価に用いる基準地震動Ｓｓは,複数の基準地震動Ｓｓに

おける地震動の特性及び包絡関係を,施設の特性による影響

も考慮した上で確認し,本影響評価に用いる。 

 

1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅲ－１－１ 耐震設計の基本方針」

のうち，「4.1 地震力の算定方法 4.1.2   動的地震力」に

基づき，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影

響評価の方針について説明するものである。 

 

2. 基本方針  

施設の耐震設計では，設備の構造から地震力の方向に対し

て弱軸，強軸を明確にし，地震力に対して配慮した構造とし

ている。 

「加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」の

解釈別記３において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せが示されたことから，従来の設計手法における水平１方向

及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に対して，施設

の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響の可能性がある施設を評価対象施設として抽出し，施

設が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

評価対象は「加工施設の技術基準に関する規則」の第６条

及び第 27 条に規定されている耐震重要施設及びその間接支持

構造物，重大事故等対処施設，並びにこれらの施設への波及

的影響防止のために耐震評価を実施する施設とする。耐震Ｂ

クラスの施設については共振のおそれのある施設を評価対象

とする。 

 

 

評価に当たっては，施設の構造特性から水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せの影響を受ける部位を抽出し，その部

位について水平２方向及び鉛直方向の荷重や応力を算出し，

施設が有する耐震性への影響を確認する。 

施設が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な

手法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

3. 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価

に用いる地震動 

水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価には，基準

地震動Ｓｓを用いる。基準地震動Ｓｓは，添付書類「Ⅲ－１

－１－１ 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの概

要」による。 

ここで，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影

響評価に用いる基準地震動Ｓｓは，複数の基準地震動Ｓｓに

おける地震動の特性及び包絡関係を，施設の特性による影響

も考慮した上で確認し，本影響評価に用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計方針として

は東海第二と変

わらないため，

東海第二に合わ

せた記載とし

た。（本頁内に

おける修正理由

としては全て同

様。） 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

4. 各施設における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対す

る影響評価方針 

4.1 建物・構築物 

4.1.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法

の考え方 

従来の設計手法では，建物・構築物の地震応答解析におい

て，各水平方向及び鉛直方向の地震動を質点系モデルにそれ

ぞれの方向ごとに入力し解析を行っている。また，原子炉施

設における建物・構築物は，全体形状及び平面レイアウトか

ら，地震力を主に耐震壁で負担する構造であり，剛性の高い

設計としている。 

水平方向の地震力に対しては，せん断力について評価する

ことを基本とし，建物・構築物に作用するせん断力は，地震

時に生じる力の流れが明解になるように，直交する２方向に

つり合いよく配置された鉄筋コンクリート造耐震壁を主な耐

震要素として構造計画を行う。地震応答解析は，水平２方向

の耐震壁に対して，それぞれ剛性を評価し，各水平方向に対

して解析を実施している。従って，建物・構築物に対し，水

平２方向の入力がある場合，各方向から作用するせん断力を

負担する部位が異なるため，水平２方向の入力がある場合の

評価は，水平１方向にのみ入力がある場合と同等な評価とな

る。 

鉛直方向の地震力に対しては，軸力について評価すること

を基本としている。建物・構築物に作用する軸力は，鉄筋コ

ンクリート造耐震壁を主な耐震要素として構造計画を行う。 

入力方向ごとの耐震要素について，図4-1に示す。 

また，添付書類「Ⅴ-2-2 耐震設計上重要な設備を設置する

施設の耐震性についての計算書」，添付書類「Ⅴ-2-3～Ⅴ-2-

10 の申請設備の耐震計算書」及び添付書類「Ⅴ-2-11波及的

影響を及ぼすおそれのある施設の耐震性についての計算書」

のうち建物・構築物の局部評価は，地震応答解析により算出

された応答を水平１方向及び鉛直方向に組み合わせて行って

いる。 

 

4. 各施設における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

対する影響評価方針 

4.1 建物・構築物(洞道以外) 

4.1.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計

手法の考え方 

従来の設計手法では，建物・構築物の地震応答解析におい

て，各水平方向及び鉛直方向の地震動を質点系モデルにそれ

ぞれの方向ごとに入力し解析を行っている。また，再処理施

設における建物・構築物は，全体形状及び平面レイアウトか

ら，地震力を主に耐震壁で負担する構造であり，剛性の高い

設計としている。 

水平方向の地震力に対しては，せん断力について評価する

ことを基本とし，建物・構築物に作用するせん断力は，地震

時に生じる力の流れが明解になるように，直交する２方向に

つり合いよく配置された鉄筋コンクリート造耐震壁を主な耐

震要素として構造計画を行う。地震応答解析は,水平２方向

の耐震壁に対して，それぞれ剛性を評価し,各水平方向に対

して解析を実施している。従って，建物・構築物に対し，水

平２方向の入力がある場合，各方向から作用するせん断力を

負担する部位が異なるため，水平２方向の入力がある場合の

評価は，水平１方向にのみ入力がある場合と同等な評価とな

る。 

鉛直方向の地震力に対しては，軸力について評価すること

を基本としている。建物・構築物に作用する軸力は，鉄筋コ

ンクリート造耐震壁を主な耐震要素として構造計画を行う。 

入力方向ごとの耐震要素について，第 4.1-1 図に示す。 

また，添付書類「Ⅳ－２－１－１の再処理設備本体等に係

る耐震性に関する計算書」及び添付書類「Ⅳ－２－１－４－

２ 波及的影響をおよぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震性についての計算書」のうち建物・構築物の局部評価は，

地震応答解析により算出された応答を水平１方向及び鉛直方

向に組み合わせて行っている。 

 

 
第 4.1-1 図 入力方向ごとの耐震要素 

 

4. 各施設における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ

に対する影響評価方針 

4.1 建物・構築物(洞道以外) 

4.1.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計

手法の考え方 

従来の設計手法では，建物・構築物の地震応答解析におい

て，各水平方向及び鉛直方向の地震動を質点系モデルにそれ

ぞれの方向ごとに入力し解析を行っている。また，ＭＯＸ燃

料加工施設における建物・構築物は，全体形状及び平面レイ

アウトから，地震力を主に耐震壁で負担する構造であり，剛

性の高い設計としている。 

水平方向の地震力に対しては，せん断力について評価する

ことを基本とし，建物・構築物に作用するせん断力は，地震

時に生じる力の流れが明解になるように，直交する２方向に

つり合いよく配置された鉄筋コンクリート造耐震壁を主な耐

震要素として構造計画を行う。地震応答解析は，水平２方向

の耐震壁に対して，それぞれ剛性を評価し，各水平方向に対

して解析を実施している。従って，建物・構築物に対し，水

平２方向の入力がある場合，各方向から作用するせん断力を

負担する部位が異なるため，水平２方向の入力がある場合の

評価は，水平１方向にのみ入力がある場合と同等な評価とな

る。 

鉛直方向の地震力に対しては，軸力について評価すること

を基本としている。建物・構築物に作用する軸力は，鉄筋コ

ンクリート造耐震壁を主な耐震要素として構造計画を行う。 

入力方向ごとの耐震要素について，第 4.1-1 図に示す。 

また，添付書類「Ⅲ－３－１－１の加工設備本体に係る耐

震性に関する計算書」のうち建物・構築物の局部評価は，地

震応答解析により算出された応答を水平１方向及び鉛直方向

に組み合わせて行っている。 

 

 

 

 
第 4.1-1 図 入力方向ごとの耐震要素 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

4.1.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

 

建物・構築物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せを考慮した場合に影響を受ける可能性がある部位の評

価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設及びその間接支持構造物，常設

耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置

される重大事故等対処施設並びにこれらの施設への波及的影

響防止のために耐震評価を実施する施設の部位とする。 

 

対象とする部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる影響が想定される応答特性から水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響を受ける可能性がある

部位を抽出する。 

応答特性から抽出された水平２方向及び鉛直方向地震力に

よる影響を受ける可能性がある部位は，従来の評価結果の荷

重又は応力の算出結果等を水平２方向及び鉛直方向に組み合

わせ，各部位に発生する荷重や応力を算出し，各部位が有す

る耐震性への影響を確認する。各部位が有する耐震性への影

響が確認された場合，詳細な手法を用いた検討等，新たに設

計上の対応策を講じる。 

 

4.1.2  水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方

針 

建物・構築物において,水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せを考慮した場合に影響を受ける可能性がある部位の評

価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設及びその間接支持構造物，常設

耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置

される重大事故等対処施設並びにこれらの施設への波及的影

響防止のために耐震評価を実施する施設の部位とする。 

 

対象とする部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる影響が想定される応答特性から水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響を受ける可能性がある

部位を抽出する。 

応答特性から抽出された水平２方向及び鉛直方向地震力に

よる影響を受ける可能性がある部位は，従来の評価結果の荷

重又は応力の算出結果等を水平２方向及び鉛直方向に組み合

わせ，各部位に発生する荷重や応力を算出し，各部位が有す

る耐震性への影響を確認する。各部位が有する耐震性への影

響が確認された場合，詳細な手法を用いた検討等，新たに設

計上の対応策を講じる。 

 

4.1.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方

針 

建物・構築物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せを考慮した場合に影響を受ける可能性がある部位の評

価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設及びその間接支持構造物，常設

耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置

される重大事故等対処施設並びにこれらの施設への波及的影

響防止のために耐震評価を実施する施設の部位とする。 

 

対象とする部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる影響が想定される応答特性から水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響を受ける可能性がある

部位を抽出する。 

応答特性から抽出された水平２方向及び鉛直方向地震力に

よる影響を受ける可能性がある部位は，従来の評価結果の荷

重又は応力の算出結果等を水平２方向及び鉛直方向に組み合

わせ，各部位に発生する荷重や応力を算出し，各部位が有す

る耐震性への影響を確認する。各部位が有する耐震性への影

響が確認された場合，詳細な手法を用いた検討等，新たに設

計上の対応策を講じる。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

4.1.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

建物・構築物において，従来の設計手法における水平１方

向及び鉛直方向地震力の組み合わせに対して，水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性がある耐震評

価上の構成部位について，応答特性から抽出し，影響を評価

する。影響評価のフローを図4-2に示す。 

(1) 影響評価部位の抽出 

① 耐震評価上の構成部位の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，

各建屋において，該当する耐震評価上の構成部位を網羅的

に確認する。 

② 応答特性の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定され

る応答特性を整理する。 

なお，隣接する上位クラス建物・構築物への波及的影響

防止のための建物・構築物の評価は，上位クラスの建物・

構築物との相対変位による衝突可否判断が基本となる。そ

のため，せん断及び曲げ変形評価を行うこととなり，壁式

構造では耐震壁（ラーメン構造では柱，梁）を主たる評価

対象部位とし，その他の構成部位については抽出対象に該

当しない。 

③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

整理した耐震評価上の構成部位について，水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定される応答特

性のうち，荷重の組合せによる応答特性を検討する。水平

２方向及び鉛直方向地震力に対し，荷重の組合せによる応

答特性により，有する耐震性への影響が想定される部位を

抽出する。 

④ ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

荷重の組合せによる応答特性が想定される部位として抽

出されなかった部位のうち，３次元的な応答特性が想定さ

れる部位を検討する。水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せに対し，３次元的な応答特性により，有する耐震性へ

の影響が想定される部位を抽出する。 

⑤ ３次元FEM モデルによる精査 

３次元的な応答特性が想定される部位として抽出された

部位について，３次元FEM モデルを用いた精査を実施し，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，有する耐

震性への影響が想定される部位を抽出する。 

また，３次元的な応答特性が想定される部位として抽出

されなかった部位についても，局所応答の観点から，３次

元FEM モデルによる精査を実施し，水平２方向及び鉛直方

向地震力の組合せにより，有する耐震性への影響が想定さ

れる部位を抽出する。 

局所応答に対する３次元FEM モデルによる精査は，施設

の重要性，建屋規模及び構造特性を考慮し，原子炉建屋に

ついて，地震応答解析を行う。 

 

4.1.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

建物・構築物において，従来の設計手法における水平１方

向及び鉛直方向地震力の組み合わせに対して，水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性がある耐震評

価上の構成部位について，応答特性から抽出し，影響を評価

する。影響評価のフローを第 4.1-2 図に示す。 

(1) 影響評価部位の抽出 

① 耐震評価上の構成部位の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，

各建屋において，該当する耐震評価上の構成部位を網羅的

に確認する。 

② 応答特性の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定され

る応答特性を整理する。 

なお，隣接する上位クラス建物・構築物への波及的影響

防止のための建物・構築物の評価は，上位クラスの建物・

構築物との相対変位による衝突可否判断が基本となる。そ

のため，せん断及び曲げ変形評価を行うこととなり，壁式

構造では耐震壁（ラーメン構造では柱，梁）を主たる評価

対象部位とし，その他の構成部位については抽出対象に該

当しない。 

③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

整理した耐震評価上の構成部位について，水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定される応答特

性のうち，荷重の組合せによる応答特性を検討する。水平

２方向及び鉛直方向地震力に対し，荷重の組合せによる応

答特性により，有する耐震性への影響が想定される部位を

抽出する。 

④ ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

荷重の組合せによる応答特性が想定される部位として抽

出されなかった部位のうち，３次元的な応答特性が想定さ

れる部位を検討する。水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せに対し，３次元的な応答特性により，有する耐震性へ

の影響が想定される部位を抽出する。 

⑤ ３次元 FEM モデルによる精査 

３次元的な応答特性が想定される部位として抽出された

部位について，３次元 FEM モデルを用いた精査を実施し，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，有する耐

震性への影響が想定される部位を抽出する。 

また，３次元的な応答特性が想定される部位として抽出

されなかった部位についても，局所応答の観点から，３次

元 FEM モデルによる精査を実施し，水平２方向及び鉛直方

向地震力の組合せにより，有する耐震性への影響が想定さ

れる部位を抽出する。 

局所応答に対する３次元 FEM モデルによる精査は，施設

の重要性，建屋規模及び構造特性を考慮し，分離建屋につ

いて，地震応答解析を行う。 

 

4.1.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

建物・構築物において，従来の設計手法における水平１方

向及び鉛直方向地震力の組み合わせに対して，水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性がある耐震評

価上の構成部位について，応答特性から抽出し，影響を評価

する。影響評価のフローを第 4.1-2 図に示す。 

(1) 影響評価部位の抽出 

① 耐震評価上の構成部位の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，

各建屋において，該当する耐震評価上の構成部位を網羅的

に確認する。 

② 応答特性の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定され

る応答特性を整理する。 

なお，隣接する上位クラス建物・構築物への波及的影響

防止のための建物・構築物の評価は，上位クラスの建物・

構築物との相対変位による衝突可否判断が基本となる。そ

のため，せん断及び曲げ変形評価を行うこととなり，壁式

構造では耐震壁（ラーメン構造では柱，梁）を主たる評価

対象部位とし，その他の構成部位については抽出対象に該

当しない。 

③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

整理した耐震評価上の構成部位について，水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定される応答特

性のうち，荷重の組合せによる応答特性を検討する。水平

２方向及び鉛直方向地震力に対し，荷重の組合せによる応

答特性により，有する耐震性への影響が想定される部位を

抽出する。 

④ ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

荷重の組合せによる応答特性が想定される部位として抽

出されなかった部位のうち，３次元的な応答特性が想定さ

れる部位を検討する。水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せに対し，３次元的な応答特性により，有する耐震性へ

の影響が想定される部位を抽出する。 

⑤ ３次元 FEM モデルによる精査 

３次元的な応答特性が想定される部位として抽出された

部位について，３次元 FEM モデルを用いた精査を実施し，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，有する耐

震性への影響が想定される部位を抽出する。 

また，３次元的な応答特性が想定される部位として抽出

されなかった部位についても，局所応答の観点から，３次

元 FEM モデルによる精査を実施し，水平２方向及び鉛直方

向地震力の組合せにより，有する耐震性への影響が想定さ

れる部位を抽出する。 

局所応答に対する３次元 FEM モデルによる精査は，施設

の重要性，建屋規模及び構造特性を考慮し，燃料加工建屋

について，地震応答解析を行う。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

(2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価

において，水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

局部評価の荷重又は応力の算出結果を組み合わせることに

より評価を行う場合は，米国Regulatory Guide 1.92(注)の

「2. Combining Effects Caused by Three Spatial 

Components of an Earthquake」を参考として，組合せ係数

法(1.0：0.4：0.4)に基づいて地震力を設定する。 

 

評価対象として抽出した耐震評価上の構成部位につい

て，構造部材の発生応力等を適切に組み合わせることで，

各部位の設計上の許容値に対する評価を実施し，各部位が

有する耐震性への影響を評価する。 

⑦ 機器・配管系への影響検討 

③及び⑤で，施設が有する耐震性への影響が想定され，

評価対象として抽出された部位が，耐震重要施設，常設耐

震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和の間接支持

機能を有する場合には，機器・配管系に対し，水平２方向

及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響を確認

する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値へ

の影響が確認された場合，機器・配管系の影響評価に反映

する。 

なお，⑤の精査にて，建物・構築物の影響の観点から抽

出されなかった部位であっても，３次元FEM モデルによる

地震応答解析結果から，機器・配管系への影響の可能性が

想定される部位について検討対象として抽出する。 

 

(注) Regulatory Guide (RG) 1.92 “Combining modal 

responses and Spatial components in seismic response 

analysis” 

 

(2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価

において，水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

局部評価の荷重又は応力の算出結果を組み合わせることに

より評価を行う場合は，米国 REGULATORY GUIDE 1.92(注)の

「2. Combining Effects Caused by Three Spatial 

Components of an Earthquake」を参考として，組合せ係数

法(1.0:0.4:0.4)に基づいて地震力を設定する。 

 

評価対象として抽出した耐震評価上の構成部位につい

て，構造部材の発生応力等を適切に組み合わせることで，

各部位の設計上の許容値に対する評価を実施し，各部位が

有する耐震性への影響を評価する。 

⑦ 機器・配管系への影響検討 

③及び⑤で，施設が有する耐震性への影響が想定され，

評価対象として抽出された部位が，耐震重要施設，重大事

故等対処施設の間接支持機能を有する場合には，機器・配

管系に対し，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る応答値への影響を確認する。 

 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値へ

の影響が確認された場合，機器・配管系の影響評価に反映

する。 

なお，⑤の精査にて，建物・構築物の影響の観点から抽

出されなかった部位であっても，３次元 FEM モデルによる

地震応答解析結果から，機器・配管系への影響の可能性が

想定される部位について検討対象として抽出する。 

 

(注)REGULATORY GUIDE (RG) 1.92 “COMBINING MODAL 

RESPONSES AND SPATIAL COMPONENTS IN SEISMIC 

RESPONSE ANALYSIS” 

 

(2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価

において，水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

局部評価の荷重又は応力の算出結果を組み合わせることに

より評価を行う場合は， 米国 REGULATORY GUIDE 1.92(注)の

「2. Combining Effects Caused by Three Spatial 

Components of an Earthquake」を参考として，組合せ係数

法(1.0：0.4：0.4)に基づいて地震力を設定する。 

 

評価対象として抽出した耐震評価上の構成部位につい

て，構造部材の発生応力等を適切に組み合わせることで，

各部位の設計上の許容値に対する評価を実施し，各部位が

有する耐震性への影響を評価する。 

⑦ 機器・配管系への影響検討 

③及び⑤で，施設が有する耐震性への影響が想定され，

評価対象として抽出された部位が，耐震重要施設，重大事

故等対処施設の間接支持機能を有する場合には，機器・配

管系に対し，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る応答値への影響を確認する。 

 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値へ

の影響が確認された場合，機器・配管系の影響評価に反映

する。 

なお，⑤の精査にて，建物・構築物の影響の観点から抽

出されなかった部位であっても，３次元 FEM モデルによる

地震応答解析結果から，機器・配管系への影響の可能性が

想定される部位について検討対象として抽出する。 

 

（注）REGULATORY GUIDE (RG) 1.92 “COMBINING MODAL 

RESPONSES AND SPATIAL COMPONENTS IN SEISMIC 

RESPONSE ANALYSIS” 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

 

①耐震評価上の構成部位の整理

②水平２方向及び鉛直方向地震力
の影響が想定される応答特性の整理

③荷重の組合せによる応答特性が
想定される部位の抽出

④３次元的な応答特性が
想定される部位か

⑤３次元FEMモデルによる精査（局
所応答を含み，耐震性を有している
ことへの影響が想定される部位か）

評価対象部位

⑥水平２方向及び鉛直
方向地震力の組合せによる影響評価

（水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに
対し，耐震性を有していること

への影響があるか）

従来の設計手法に加えて更な
る設計上の配慮が必要な部位

⑦機器・配管系への
影響検討

従来の設計手法で水平２方向及
び鉛直方向の地震力は対応可能

間接支持構造物の場合

YES

NO

YES

NO

NO

YES

NO

YES

 
第 4.1-2 図 建物・構築物の水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる影響評価フロー 
 

①耐震評価上の構成部位の整理

②水平２方向及び鉛直方向地震力
の影響が想定される応答特性の整理

③荷重の組合せによる応答特性が
想定される部位の抽出

④３次元的な応答特性が
想定される部位か

⑤３次元FEMモデルによる精査（局
所応答を含み，耐震性を有している
ことへの影響が想定される部位か）

評価対象部位

⑥水平２方向及び鉛直
方向地震力の組合せによる影響評価

（水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに
対し，耐震性を有していること

への影響があるか）

従来の設計手法に加えて更な
る設計上の配慮が必要な部位

⑦機器・配管系への
影響検討

従来の設計手法で水平２方向及
び鉛直方向の地震力は対応可能

間接支持構造物の場合

YES

NO

YES

NO

NO

YES

NO

YES

 
第 4.1-2 図 建物・構築物の水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる影響評価フロー 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

4.2 機器・配管系 

4.2.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計の考

え方 

 

 

 

 

機器・配管系における従来の水平方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる設計手法では，建物・構築物の振動特性を考慮

し，変形するモードが支配的となり応答が大きくなる方向（応

答軸方向）に基準地震動Ｓｓを入力して得られる各方向の地震

力（床応答）を用いている。 

応答軸（強軸・弱軸）が明確となっている設備の耐震評価に

おいては，水平各方向の地震力を包絡し，変形モードが支配的

となる応答軸方向に入力するなど，従来評価において保守的な

取り扱いを基本としている。 

一方，応答軸が明確となっていない設備で３次元的な広がり

を持つ設備の耐震評価においては，基本的に３次元のモデル化

を行っており，建物・構築物の応答軸方向の地震力をそれぞれ

入力し，この入力により算定される荷重や応力のうち大きい方

を用いて評価を実施している。 

さらに，応答軸以外の振動モードが生じ難い構造の採用，応

答軸以外の振動モードが生じ難いサポート設計の採用といった

構造上の配慮など，水平方向の入力に対して配慮した設計とし

ている。 

4.2.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

 

機器・配管系において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せを考慮した場合に，影響を受ける可能性がある設備（部

位）の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備

又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の

機器・配管系及びこれらの施設への波及的影響防止のために耐

震評価を実施する設備とする。 

対象とする設備を機種ごとに分類し，それぞれの構造上の特

徴により荷重の伝達方向，その荷重を受ける構造部材の配置及

び構成等により水平２方向の地震力による影響を受ける可能性

がある設備（部位）を抽出する。 

構造上の特徴により影響の可能性がある設備（部位）は，水

平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の検討を実施

する。水平各方向の地震力が１：１で入力された場合の発生値

を従来の評価結果の荷重又は算出応力等を水平２方向及び鉛直

方向に整理して組み合わせる又は新たな解析等により高度化し

た手法を用いる等により，水平２方向の地震力による設備（部

位）に発生する荷重や応力を算出する。 

これらの検討により，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み

合わせた荷重や応力の結果が従来の発生値と同等である場合は

影響のない設備とし，評価対象には抽出せず，従来の発生値を

超えて耐震性への影響が懸念される場合は，設備が有する耐震

性への影響を確認する。 

設備が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な手

法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

4.3 機器・配管系 

4.3.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計

手法の考え方 

 

 

 

 

機器・配管系における従来の水平方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる設計手法では，建物・構築物の振動特性を考

慮し，変形するモードが支配的となり応答が大きくなる方向

(応答軸方向)に基準地震動Ｓｓを入力して得られる各方向の

地震力(床応答)を用いている。 

応答軸(強軸・弱軸)が明確となっている設備の耐震評価に

おいては，水平各方向の地震力を包絡し，変形モードが支配

的となる応答軸方向に入力するなど，従来評価において保守

的な取り扱いを基本としている。 

一方，応答軸が明確となっていない設備で３次元的な広が

りを持つ設備の耐震評価においては，基本的に３次元のモデ

ル化を行っており，建物・構築物の応答軸方向の地震力をそ

れぞれ入力し，この入力により算定される荷重や応力のうち

大きい方を用いて評価を実施している。 

さらに，応答軸以外の振動モードが生じ難い構造の採用，

応答軸以外の振動モードが生じ難いサポート設計の採用とい

った構造上の配慮等，水平方向の入力に対して配慮した設計

としている。 

4.3.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方

針 

機器・配管系において，水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せを考慮した場合に，影響を受ける可能性がある設備

(部位)の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設，重大事故等対処施設の機器・

配管系及びこれらの施設への波及的影響防止のために耐震評

価を実施する設備とする。 

対象とする設備を機種ごとに分類し，それぞれの構造上の

特徴により荷重の伝達方向，その荷重を受ける構造部材の配

置及び構成等により水平２方向の地震力による影響を受ける

可能性がある設備(部位)を抽出する。 

構造上の特徴により影響の可能性がある設備(部位)は，水

平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の検討を実

施する。水平各方向の地震力が１:１で入力された場合の発

生値を従来の評価結果の荷重又は算出応力等を水平２方向及

び鉛直方向に整理して組み合わせる又は新たな解析等により

高度化した手法を用いる等により，水平２方向の地震力によ

る設備(部位)に発生する荷重や応力を算出する。 

これらの検討により，水平２方向及び鉛直方向地震力を組

み合わせた荷重や応力の結果が従来の発生値と同等である場

合は影響のない設備とし，評価対象には抽出せず，従来の発

生値を超えて耐震性への影響が懸念される場合は，設備が有

する耐震性への影響を確認する。 

 

設備が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な

手法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

4.3 機器・配管系 

4.3.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計

手法の考え方 

 

 

 

 

機器・配管系における従来の水平方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる設計手法では，建物・構築物の振動特性を考

慮し，変形するモードが支配的となり応答が大きくなる方向

(応答軸方向)に基準地震動Ｓｓを入力して得られる各方向の

地震力(床応答)を用いている。 

応答軸(強軸・弱軸)が明確となっている設備の耐震評価に

おいては，水平各方向の地震力を包絡し，変形モードが支配

的となる応答軸方向に入力するなど，従来評価において保守

的な取り扱いを基本としている。 

一方，応答軸が明確となっていない設備で３次元的な広が

りを持つ設備の耐震評価においては，基本的に３次元のモデ

ル化を行っており，建物・構築物の応答軸方向の地震力をそ

れぞれ入力し，この入力により算定される荷重や応力のうち

大きい方を用いて評価を実施している。 

さらに，応答軸以外の振動モードが生じ難い構造の採用，

応答軸以外の振動モードが生じ難いサポート設計の採用とい

った構造上の配慮等，水平方向の入力に対して配慮した設計

としている。 

4.3.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方

針 

機器・配管系において，水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せを考慮した場合に，影響を受ける可能性がある設備

(部位)の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設，重大事故等対処施設の機器・

配管系及びこれらの施設への波及的影響防止のために耐震評

価を実施する設備とする。 

対象とする設備を機種ごとに分類し，それぞれの構造上の

特徴により荷重の伝達方向，その荷重を受ける構造部材の配

置及び構成等により水平２方向の地震力による影響を受ける

可能性がある設備(部位)を抽出する。 

構造上の特徴により影響の可能性がある設備(部位)は，水

平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の検討を実

施する。水平各方向の地震力が１:１で入力された場合の発

生値を従来の評価結果の荷重又は算出応力等を水平２方向及

び鉛直方向に整理して組み合わせる又は新たな解析等により

高度化した手法を用いる等により，水平２方向の地震力によ

る設備(部位)に発生する荷重や応力を算出する。 

これらの検討により，水平２方向及び鉛直方向地震力を組

み合わせた荷重や応力の結果が従来の発生値と同等である場

合は影響のない設備とし，評価対象には抽出せず，従来の発

生値を超えて耐震性への影響が懸念される場合は，設備が有

する耐震性への影響を確認する。 

 

設備が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な

手法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

記載の適正化と

して，本図書内

の整合を図るた

め 4.1.1 項，

4.2.1 項に合わ

せた記載とし

た。 

設計方針として

は東海第二と変

わらないため，

東海第二に合わ

せた記載とし

た。(本頁内にお

ける修正理由と

しては全て同

様。) 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

4.2.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

 

機器・配管系において，水平1方向及び鉛直方向地震力を組み

合わせた従来の耐震計算に対して，水平2方向及び鉛直方向地震

力の組合せの影響の可能性がある設備を構造及び発生値の増分

の観点から抽出し，影響を評価する。影響評価は従来設計で用

いている質点系モデルによる評価結果を用いて行うことを基本

とする。影響評価のフローを図4-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

① 評価対象となる設備の整理 

耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大

事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系

並びにこれらの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実

施する設備を評価対象とし，機種ごとに分類し整理する。（図

4-3①） 

② 構造上の特徴による抽出 

機種ごとに構造上の特徴から水平２方向の地震力が重複する

観点，若しくは応答軸方向以外の振動モード（ねじれ振動等）

が生じる観点にて検討を行い，水平２方向の地震力による影響

の可能性がある設備を抽出する。（図4-3②） 

③ 発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対し

て，水平２方向の地震力が各方向１：１で入力された場合に各

部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平１方向及び鉛直方向

地震力の組合せによる設計に対して，水平２方向及び鉛直方向

地震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検討し，耐震性

への影響が懸念される設備を抽出する。 

また，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討により，

機器・配管系への影響の可能性がある部位が抽出された場合

は，機器・配管系への影響を評価し，耐震性への影響が懸念さ

れる設備を抽出する。 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配

慮し耐震裕度が小さい設備（部位）を対象とする。（図4-3③） 

 

なお，水平2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を検討

する際は，地震時に水平2方向及び鉛直方向それぞれの最大応答

が同時に発生する可能性は極めて低いとした考え方である

Square－Root－of－the－Sum－of－the－Squares 法（以下「最

大応答の非同時性を考慮したSRSS 法」という。）又は組合せ係

数法（1.0：0.4：0.4）を適用する。この組合せ方法について

は，現状の耐震評価が基本的に概ね弾性範囲でとどまる体系で

あることに加え，国内と海外の機器の耐震解析は，基本的に線

形モデルで実施している等類似であり，水平2 方向及び鉛直方

向の位相差は機器の応答にも現れることから，米国Regulatory 

Guide 1.92 の「2．Combining Effects Caused by Three 

Spatial Components of an Earthquake」を参考としているもの

である。 

 

4.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方

法 

機器・配管系において，水平 1方向及び鉛直方向地震力を

組み合わせた従来の耐震計算に対して，水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響の可能性がある設備を構造及び発

生値の増分の観点から抽出し，影響を評価する。影響評価は

従来設計で用いている質点系モデルによる結果を用いて行う

ことを基本とする。影響評価のフローを第 4.3-1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

① 影響評価対象となる設備の整理 

耐震重要施設，重大事故等対処施設の機器・配管系及びこれ

らの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する設備

を評価対象とし，機種ごとに分類し整理する(第4.3-1図①)。 

 

 

② 構造上の特徴による抽出 

機種ごとに構造上の特徴から水平２方向の地震力が重複する

観点，若しくは応答軸方向以外の振動モード(ねじれ振動等)が

生じる観点にて検討を行い，水平２方向の地震力による影響の

可能性がある設備を抽出する(第4.3-1図②)。 

③ 発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対し

て，水平２方向の地震力が各方向１:１で入力された場合に各

部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平１方向及び鉛直方向

地震力の組合せによる設計に対して，水平２方向及び鉛直方向

地震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検討し，耐震性

への影響が懸念される設備を抽出する。 

また，建物・構築物の検討により，機器・配管系への影響の

可能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影響

を評価し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配

慮し耐震裕度が小さい設備(部位)を対象とする(第4.3-1図

③)。 

なお，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を検討

する際は，地震時に水平２方向及び鉛直方向それぞれの最大応

答が同時に発生する可能性は極めて低いとした考え方である

Square-Root-of-the-Sum-of-the-Squares法(以下「非同時性を

考慮したSRSS法」という。)又は組合せ係数法(1.0：0.4：0.4)

を適用する。この組合せ方法については，現状の耐震評価は基

本的におおむね弾性範囲で留まる体系であることに加え，国内

と海外の機器の耐震解析は，基本的に線形モデルで実施してい

る等類似であり，水平２方向及び鉛直方向の位相差は機器の応

答にも現れることから，米国REGULATORY GUIDE l.92の

「2.Combining Effects Caused by Three Spatial Components 

of an Earthquake」を参考としているものである。 

 

 

4.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方

法 

機器・配管系において，水平１方向及び鉛直方向地震力を

組み合わせた従来の耐震計算に対して，水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響の可能性がある設備を構造及び発

生値の増分の観点から抽出し，影響を評価する。影響評価は

従来設計で用いている質点系モデルによる結果を用いて行う

ことを基本とする。影響評価のフローを第4.3-1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

① 影響評価対象となる設備の整理 

耐震重要施設，重大事故等対処施設の機器・配管系及びこれ

らの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する設備

を評価対象とし，機種ごとに分類し整理する(第4.3-1図①)。 

 

 

② 構造上の特徴による抽出 

機種ごとに構造上の特徴から水平２方向の地震力が重複する

観点，若しくは応答軸方向以外の振動モード(ねじれ振動等)が

生じる観点にて検討を行い，水平２方向の地震力による影響の

可能性がある設備を抽出する(第4.3-1図②)。 

③ 発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対し

て，水平２方向の地震力が各方向１:１で入力された場合に各

部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平１方向及び鉛直方向

地震力の組合せによる設計に対して，水平２方向及び鉛直方向

地震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検討し，耐震性

への影響が懸念される設備を抽出する。 

また，建物・構築物の検討により，機器・配管系への影響の

可能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影響

を評価し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配

慮し耐震裕度が小さい設備(部位)を対象とする(第4.3-1図

③)。 

なお，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を検討

する際は，地震時に水平２方向及び鉛直方向それぞれの最大応

答が同時に発生する可能性は極めて低いとした考え方である

Square-Root-of-the-Sum-of-the-Squares法(以下「非同時性を

考慮したSRSS法」という。)又は組合せ係数法(1.0：0.4：0.4)

を適用する。この組合せ方法については，現状の耐震評価は基

本的におおむね弾性範囲でとどまる体系であることに加え，国

内と海外の機器の耐震解析は，基本的に線形モデルで実施して

いる等類似であり，水平２方向及び鉛直方向の位相差は機器の

応答にも現れることから，米国REGULATORY GUIDE 1.92の

「2.Combining Effects Caused by Three Spatial Components 

of an Earthquake」を参考としているものである。 

 

 

 

 

設計方針として

は東海第二と変

わらないため，

東海第二に合わ

せた記載とし

た。(本頁内にお

ける修正理由と

しては全て同

様。) 

 

 

 

 

記載の適正化と

して，本図書内

の整合を図るた

め 4.3.2 項に合

わせた記載とし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許可との整合性

を図るために

「Ⅳ-1-1 耐震設

計の基本方針」

に合わせた記載

とした。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

③の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備が有

する耐震性への影響を確認する。（図4-3④） 

 

上記②及び③の観点から，水平２方向及び鉛直方向地震

力の組合せの影響の可能性がある設備の抽出結果を，添付

書類「Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震

力の組合せ評価対象設備の抽出結果」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

③の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備

が有する耐震性への影響を確認する(第 4.3-1 図④)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

③の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備

が有する耐震性への影響を確認する(第 4.3-1 図④)。 

 

再処理施設にお

いては分割申請

であるため，評

価結果について

後次回申請以降

で示すことか

ら，本申請では

「Ⅳ‐1‐1‐7

別紙」に機器・

配管系における

水平２方向及び

鉛直方向地震力

の組合せ評価対

象設備までを記

載している。 

 

 

記載の適正化と

して，本図書内

の整合を図るた

め 4.1.3(2)⑥項

に合わせた記載

とした。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

 

①評価対象となる設備の整理

②構造上，水平２方向及び鉛直方向
地震力の組合せの影響の可能性が

ある設備か

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを
考慮した発生荷重等を用いた検討

建物・構築物の検討に
よる機器・配管系への
影響検討結果

③水平２方向及び鉛直方向地震力
の組合せを考慮した発生値が従来
の発生値と比べて影響があるか

④水平２方向及び鉛直方向地震
力の組合せの影響評価（水平２方向
及び鉛直方向地震力の組合せに対

し，耐震性を有していること
への影響があるか）

従来の設計手法に加えて更なる
設計上の配慮が必要な設備

従来の設計手法で水平２方向及び
鉛直方向地震力は対応可能

YES

NO

YES

YES

NO

NO

  
第 4.3-1 図 機器・配管系の水平２方向及び鉛直方向地震力の 

組合せを考慮した影響評価のフロー 

 

①評価対象となる設備の整理

②構造上，水平２方向及び鉛直方向
地震力の組合せの影響の可能性が

ある設備か

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを
考慮した発生荷重等を用いた検討

建物・構築物の検討に
よる機器・配管系への
影響検討結果

③水平２方向及び鉛直方向地震力
の組合せを考慮した発生値が従来
の発生値と比べて影響があるか

④水平２方向及び鉛直方向地震
力の組合せの影響評価（水平２方向
及び鉛直方向地震力の組合せに対
し，耐震性への影響があるか）

従来の設計手法に加えて更
なる設計上の配慮が必要な設備

従来の設計手法で水平２方向及び
鉛直方向地震力は対応可能

YES

NO

YES

YES

NO

NO

 
第 4.3-1 図 機器・配管系の水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せを考慮した影響評価フロー 

 

 

 

 

 

記載の適正化と

して，本図書内

の整合を図るた

め 4.3.3 項に合

わせた記載とし

た。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

4.3 屋外重要土木構造物 

4.3.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法

の考え方 

従来の設計の考え方について，取水構造物を例に表4-1 に示

す。 

一般的な地上構造物では，躯体の慣性力が主たる荷重である

のに対し，屋外重要土木構造物は，おおむね地中に埋設されて

いるため，動土圧や動水圧等の外力が主たる荷重となる。ま

た，屋外重要土木構造物は，比較的単純な構造部材の配置で構

成され，ほぼ同一の断面が奥行き方向に連続する構造的特徴を

有することから，３次元的な応答の影響は小さいため，２次元

断面での耐震評価を行っている。 

屋外重要土木構造物は，主に海水の通水機能や配管等の間接

支持機能を維持するため，通水方向や管軸方向に対して空間を

保持できるように構造部材が配置されることから，構造上の特

徴として，明確な弱軸，強軸を有する。 

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及

ぼさないことから，従来設計手法では，弱軸方向を評価対象断

面として，耐震設計上求められる水平１方向及び鉛直方向の地

震力による耐震評価を実施している。 

図4-4 に示す通り，従来設計手法では，屋外重要土木構造物

の構造上の特徴から，弱軸方向の地震荷重に対して保守的に加

振方向に平行な壁部材を見込まず，垂直に配置された構造部材

のみで受けもつよう設計している。 

また，添付書類「Ⅴ-2-2 耐震設計上重要な設備を設置する施

設の耐震性についての計算書」及び添付書類「Ⅴ-2-3～Ⅴ-2-10 

の申請設備の耐震計算書」及び添付書類「Ⅴ-2-11 波及的影響

を及ぼすおそれのある施設の耐震性についての計算書」におけ

る屋外重要土木構造物の耐震評価では，弱軸方向を評価対象断

面とし，水平１方向及び鉛直方向の地震力を同時に作用させて

評価を行っている。 

 

4.2 構築物(洞道) 

4.2.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計

手法の考え方 

従来の設計の考え方について，洞道一般部を例に第 4.2-1

表 に示す。 

一般的な地上構造物では，躯体の慣性力が主たる荷重であ

るのに対し，洞道は地中に埋設されているため，動土圧や動

水圧等の外力が主たる荷重となる。また，洞道は，比較的単

純な構造部材の配置で構成され，ほぼ同一の断面が長手方向

に連続する構造的特徴を有することから，３次元的な応答の

影響は小さいため，２次元断面での耐震評価を行っている。 

 

洞道は，主に配管等の間接支持機能を維持するため，管軸

方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置される

ことから，構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を有す

る。 

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して，顕著な影響

を及ぼさないことから，従来設計手法では，弱軸方向を評価

対象断面として，耐震設計上求められる水平１方向及び鉛直

方向の地震力による耐震評価を実施している。 

第 4.2-1 図に示す通り，従来設計手法では，洞道の構造上

の特徴から，弱軸方向の地震荷重に対して保守的に加振方向

に平行な壁部材を見込まず，垂直に配置された構造部材のみ

で受けもつよう設計している。 

4.2 構築物(洞道) 

4.2.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計

手法の考え方 

従来の設計の考え方について，洞道一般部を例に第4.2-1

表に示す。 

一般的な地上構造物では，躯体の慣性力が主たる荷重であ

るのに対し，洞道は地中に埋設されているため，動土圧や動

水圧等の外力が主たる荷重となる。また，洞道は，比較的単

純な構造部材の配置で構成され，ほぼ同一の断面が長手方向

に連続する構造的特徴を有することから，３次元的な応答の

影響は小さいため，２次元断面での耐震評価を行っている。 

 

洞道は，主に配管等の間接支持機能を維持するため，管軸

方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置される

ことから，構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を有す

る。 

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して，顕著な影響

を及ぼさないことから，従来設計手法では，弱軸方向を評価

対象断面として，耐震設計上求められる水平１方向及び鉛直

方向の地震力による耐震評価を実施している。 

第 4.2-1 図に示す通り，従来設計手法では，洞道の構造上

の特徴から，弱軸方向の地震荷重に対して保守的に加振方向

に平行な壁部材を見込まず，垂直に配置された構造部材のみ

で受けもつよう設計している。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

4.3.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

屋外重要土木構造物において，水平２方向及び鉛直方向地震

力を考慮した場合に影響を受ける可能性がある構造物の評価を

行う。 

評価対象は，屋外重要土木構造物等である，取水構造物及び

屋外二重管，常設代替高圧電源装置置場，常設代替高圧電源装

置用カルバート，代替淡水貯槽，常設低圧代替注水系ポンプ

室，常設低圧代替注水系配管カルバート，ＳＡ用海水ピット取

水塔，海水引込み管，ＳＡ用海水ピット，緊急用海水取水管，

緊急用海水ポンプピット，格納容器圧力逃がし装置用配管カル

バート，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬

型設備用軽油タンク基礎並びに波及影響防止のために耐震評価

する土木構造物とする。また，津波防護施設である防潮堤，構

内排水路逆流防止設備，貯留堰も本評価では屋外重要土木構造

物として扱うこととし，評価対象に含める（「4.4 津波防護施

設，浸水防止設備及び津波監視設備」参照）。 

屋外重要土木構造物を構造形式ごとに分類し，構造形式ごと

に作用すると考えられる荷重を整理し，荷重が作用する構造部

材の配置等から水平２方向及び鉛直方向地震力による影響を受

ける可能性のある構造物を抽出する。 

抽出された構造物については，従来設計手法での評価対象断

面（弱軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査におい

て，評価対象断面（弱軸方向）に直交する断面（強軸方向）の

地震応答解析に基づく構造部材の発生応力等を適切に組み合わ

せることで，水平２方向及び鉛直方向地震力による構造部材の

発生応力を算出し，構造物が有する耐震性への影響を確認す

る。 

 

 

構造物が有する耐震性への影響が確認された場合は詳細な手

法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

洞道において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを

考慮した場合に影響を受ける可能性がある構造物の評価を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洞道を構造形式ごとに分類し，構造形式ごとに作用すると

考えられる荷重を整理し，荷重が作用する構造部材の配置等

から水平２方向及び鉛直方向地震力による影響を受ける可能

性のある構造物を抽出する。 

抽出された構造物について，従来設計手法での評価対象断

面(弱軸方向)に直交する断面(強軸方向)の応答が評価対象断

面(弱軸方向)の地震応答解析に基づく構造部材の照査に影響

を与える場合には，評価対象断面(弱軸方向)の地震応答解析

に基づく構造部材の照査において，評価対象断面(弱軸方向)

に直交する断面(強軸方向)の地震応答解析に基づく構造部材

の発生応力を適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛

直方向地震力による構造部材の発生応力を算出し，構造物が

有する耐震性への影響を確認する。 

構造物が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細

な手法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.2.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

洞道において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを

考慮した場合に影響を受ける可能性がある構造物の評価を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洞道を構造形式ごとに分類し，構造形式ごとに作用すると

考えられる荷重を整理し，荷重が作用する構造部材の配置等

から水平２方向及び鉛直方向地震力による影響を受ける可能

性のある構造物を抽出する。 

抽出された構造物について，従来設計手法での評価対象断

面(弱軸方向)に直交する断面(強軸方向)の応答が評価対象断

面(弱軸方向)の地震応答解析に基づく構造部材の照査に影響

を与える場合には，評価対象断面(弱軸方向)の地震応答解析

に基づく構造部材の照査において，評価対象断面(弱軸方向)

に直交する断面(強軸方向)の地震応答解析に基づく構造部材

の発生応力を適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛

直方向地震力による構造部材の発生応力を算出し，構造物が

有する耐震性への影響を確認する。 

構造物が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細

な手法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54



 
先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

4.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

屋外重要土木構造物において，水平２方向及び鉛直方向地震

力の組合せの影響を受ける可能性があり，水平１方向及び鉛直

方向の従来評価に加え，更なる設計上の配慮が必要な構造物に

ついて，構造形式及び作用荷重の観点から影響評価の対象とす

る構造物を抽出し，構造物が有する耐震性への影響を評価す

る。影響評価のフローを図4-5 に示す。 

(1) 影響評価対象構造物の抽出 

① 構造形式の分類 

評価対象構造物について，各構造物の構造上の特徴や従来

設計手法の考え方を踏まえ，構造形式ごとに大別する。 

② 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重

の整理 

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重

を抽出する。 

③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造物形式の抽

出 

②で整理した荷重に対して，構造形式ごとにどのように作

用するかを整理し，耐震性に与える影響程度を検討した上

で，水平２方向及び鉛直方向地震力の影響が想定される構造

形式を抽出する。 

④ 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答

特性が想定される箇所の抽出 

③で抽出されなかった構造形式について，従来設計手法に

おける評価対象断面以外の箇所で，水平２方向及び鉛直方向

地震力の影響により３次元的な応答が想定される箇所を抽出

する。 

⑤ 従来設計手法の妥当性の確認 

④で抽出された箇所が，水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せに対して，従来設計手法における評価対象断面の耐震

評価で満足できるか検討を行う。 

4.2.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

洞道において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響を受ける可能性があり，水平１方向及び鉛直方向の従来

評価に加え，更なる設計上の配慮が必要な構造物について，

構造形式及び作用荷重の観点から影響評価の対象とする構造

物を抽出し，構造物が有する耐震性への影響を評価する。影

響評価フローを第 4.2-1 図に示す。 

(1) 影響評価対象構造形式の抽出 

① 構造形式の分類 

洞道について，各構造物の構造上の特徴や従来設計手

法の考え方を踏まえ，構造形式ごとに大別する。 

② 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する

荷重の整理 

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重

を抽出する。 

③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の

抽出 

②で整理した荷重に対して，構造形式ごとにどのよう

に作用するかを整理し，耐震性に与える影響程度を検討

した上で，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影

響が想定される構造形式を抽出する。 

④ 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な

応答特性が想定される箇所の抽出 

③で抽出されなかった構造形式について，従来設計手

法における評価対象断面以外の箇所で，水平２方向及び

鉛直方向地震力の組合せの影響により３次元的な応答が

想定される箇所を抽出する。 

⑤ 従来設計手法の妥当性の確認 

④で抽出された箇所が，水平２方向及び鉛直方向地震

力の組合せに対して，従来設計手法における評価対象断

面の耐震評価で満足できるか検討を行う。 

(2) 評価対象構造物の選定 

⑥ 評価対象構造物の選定 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定

される構造形式を対象に，評価対象構造物を選定する。 

評価対象構造物の選定に当たっては，洞道は明確な弱

軸・強軸を示し，地震時における構造物のせん断変形方

向が明確であることを考慮し，従来設計手法における評

価対象断面(弱軸方向)の耐震評価結果を踏まえて選定す

る。 

4.2.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

洞道において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響を受ける可能性があり，水平１方向及び鉛直方向の従来

評価に加え，更なる設計上の配慮が必要な構造物について，

構造形式及び作用荷重の観点から影響評価の対象とする構造

物を抽出し，構造物が有する耐震性への影響を評価する。影

響評価フローを第 4.2-1 図に示す。 

(1) 影響評価対象構造形式の抽出 

① 構造形式の分類 

洞道について，各構造物の構造上の特徴や従来設計手

法の考え方を踏まえ，構造形式ごとに大別する。 

② 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する

荷重の整理 

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する

荷重を抽出する。 

③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の

抽出 

②で整理した荷重に対して，構造形式ごとにどのよう

に作用するかを整理し，耐震性に与える影響程度を検討

した上で，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影

響が想定される構造形式を抽出する。 

④ 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な

応答特性が想定される箇所の抽出 

③で抽出されなかった構造形式について，従来設計手

法における評価対象断面以外の箇所で，水平２方向及び

鉛直方向地震力の組合せの影響により３次元的な応答が

想定される箇所を抽出する。 

⑤ 従来設計手法の妥当性の確認 

④で抽出された箇所が，水平２方向及び鉛直方向地震

力の組合せに対して，従来設計手法における評価対象断

面の耐震評価で満足できるか検討を行う。 

(2) 評価対象構造物の選定 

⑥ 評価対象構造物の選定 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定

される構造形式を対象に，評価対象構造物を選定する。 

評価対象構造物の選定に当たっては，洞道は明確な弱

軸・強軸を示し，地震時における構造物のせん断変形方

向が明確であることを考慮し，従来設計手法における評

価対象断面(弱軸方向)の耐震評価結果を踏まえて選定す

る。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

(2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

評価対象として抽出された構造物について，従来設計手法

での評価対象断面（弱軸方向）の地震応答解析に基づく構造

部材の照査において，評価対象断面（弱軸方向）に直交する

断面（強軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の発生応

力等を適切に組み合せることで，水平２方向及び鉛直方向地

震力による構造部材の発生応力を算出すると共に構造部材の

設計上の許容値に対する評価を実施し，構造物が有する耐震

性への影響を確認する。 

 

 

評価対象部位については，屋外重要土木構造物が明確な弱

軸・強軸を示し，地震時における構造物のせん断変形方向が

明確であることを考慮し，従来設計手法における評価対象断

面（弱軸方向）における構造部材の耐震評価結果及び水平２

方向の影響の程度を踏まえて選定する。 

 

⑦ 機器・配管系への影響検討 

③及び⑤にて，水平2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響が確認された構造物が，耐震重要施設，常設耐震重要重

大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大

事故等対処施設の機器・配管系の間接支持構造物である場

合，機器・配管系に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への

影響が確認された場合，機器・配管系の影響評価に反映す

る。 

なお，④及び⑤の精査にて，屋外重要土木構造物の影響の

観点から抽出されなかった部位であっても，地震応答解析結

果から機器・配管系への影響の可能性が想定される部位につ

いては検討対象として抽出する。 

 

(3) 影響評価手法 

⑦ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

評価対象として選定された構造物について，従来設計

手法での評価対象断面(弱軸方向)に直交する断面(強軸

方向)の応答が評価対象断面(弱軸方向)の地震応答解析

に基づく構造部材の照査に影響を与える場合には，評価

対象断面(弱軸方向)の地震応答解析に基づく構造部材の

照査において，評価対象断面(弱軸方向)に直交する断面

(強軸方向)の地震応答解析に基づく構造部材の発生応力

を適切に組み合わせることで，構造部材の設計上の許容

値に対する評価を実施し，構造部材が有する耐震性への

影響を確認する。 

 

 

 

 

 

 

⑧ 機器・配管系への影響検討 

③及び⑤にて，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組

合せの影響が確認された構造物については，機器・配管

系に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

よる応答値への影響を確認する。 

 

 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値

への影響が確認された場合，機器・配管系の影響評価に

反映する。 

なお，④及び⑤の精査にて，構造物の耐震性への影響

の観点から抽出されなかった構造物であっても，地震応

答解析結果から機器・配管系への影響の可能性が想定さ

れる構造物については検討対象として抽出する。 

(3) 影響評価手法 

⑦ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

評価対象として選定された構造物について，従来設計

手法での評価対象断面(弱軸方向)に直交する断面(強軸

方向)の応答が評価対象断面(弱軸方向)の地震応答解析

に基づく構造部材の照査に影響を与える場合には，評価

対象断面(弱軸方向)の地震応答解析に基づく構造部材の

照査において，評価対象断面(弱軸方向)に直交する断面

(強軸方向)の地震応答解析に基づく構造部材の発生応力

を適切に組み合わせることで，構造部材の設計上の許容

値に対する評価を実施し，構造部材が有する耐震性への

影響を確認する。 

 

 

 

 

 

 

⑧ 機器・配管系への影響検討 

③及び⑤にて，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組

合せの影響が確認された構造物については，機器・配管

系に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

よる応答値への影響を確認する。 

 

 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値

への影響が確認された場合，機器・配管系の影響評価に

反映する。 

なお，④及び⑤の精査にて，構造物の耐震性への影響

の観点から抽出されなかった構造物であっても，地震応

答解析結果から機器・配管系への影響の可能性が想定さ

れる構造物については検討対象として抽出する。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７，Ⅲ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異)

備考 

(施設間の差異) 

 
 

 

 

4.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備は，「機器・

配管系」又は「屋外重要土木構造物」に区分し設計をしている

ことから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価

は，施設，設備の区分に応じて「4.2 機器・配管系」又は「4.3 

屋外重要土木構造物」の方針に基づいて実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 4.2-2 図 構築物(洞道)の水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる影響評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.2-2 図 構築物(洞道)の水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる影響評価フロー 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-12 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評

価結果 

 

目次 

1. 概要 

2. 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用い

る地震動（省略） 

3. 各施設における水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに対す

る検討結果 

3.1 建物・構築物（省略） 

3.2 機器・配管系 

 

 

 

 

 

3.3 屋外重要土木構造物（省略） 

3.3 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ－１－１－７ 別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せ評価対象設備の抽出結果 

 

目次 

1．  概要 

 

 

 

 

 

2．  機器・配管系 

2.1  水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備

（部位）の抽出 

2.2 建物・構築物の検討結果を踏まえた機器・配管系の設

備の抽出 

2.3  水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果 

 

 

 

 

（後次回で申請）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設にお

いては分割申請

であるため，評

価結果について

後次回申請以降

で示すことか

ら，本申請では

別紙に機器・配

管系における水

平２方向及び鉛

直方向地震力の

組合せ評価対象

設備の抽出結果

までを記載して

いる。 

 

 

再処理施設における「Ⅳ－１－１－７別紙」（以下，「本図書」という。）の比較対象について 
 東海第二では，「Ⅴ‐2‐12 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」（以下「Ⅴ‐

2‐12」という。）にて影響評価結果が申請されている。 
 再処理施設においては，設工認を分割申請しており，第 1 回申請設備は水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組

合せによる影響が軽微の対象設備であるため，影響評価結果は後次回以降に申請する計画である。 
 よって，第 1回申請では再処理施設における対象設備の抽出結果までを示すため，「Ⅳ‐1‐1‐7別紙」とし

て申請した。 
 以上を踏まえて，「Ⅴ-2-12 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」を本図書の比

較対象とした。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針の概要」

のうち，「4.1 地震力の算定法(2)動的地震力」及び添付書類

「Ⅴ-2-1-8 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響

評価方針」に基づき，水平2方向及び鉛直方向地震力により，施

設が有する耐震性に及ぼす影響について評価した結果を説明する

ものである。 

 

2. 水平2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用い

る地震動（省略） 

 

3. 各施設における水平2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対す

る検討結果 

 

3.1 建物・構築物（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 機器・配管系 

 

3.2.1 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部

位）の抽出 

評価対象設備を機種毎に分類した結果を，表3-2-1 に示す。機

種毎に分類した設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴

から水平2方向の地震力による影響を以下の項目より検討し，影

響の可能性がある設備を抽出した。 

 

(1) 水平2方向の地震力が重畳する観点 

水平1方向の地震力に加えて，さらに水平直交方向に地震力

が重畳した場合，水平2方向の地震力による影響を検討し，影

響が軽微な設備以外の影響検討が必要となる可能性があるもの

を抽出する。以下の場合は，水平2方向の地震力による影響が

軽微な設備であると整理した。 

 

なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発

生応力への影響に着目し，その増分が１割程度以下となる設備

を分類しているが，水平1方向地震力による裕度（許容応力／

発生応力）が1.1 未満の設備については個別に検討を行うこと

とする。 

 

1. 概要 

本資料は，「Ⅳ－１－１ 耐震設計の基本方針」のうち，

「4.1 地震力の算定方法 4.1.2 動的地震力」及び添付書類

「Ⅳ－１－１－７ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ

に関する影響評価方針」に基づき，水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せの影響の可能性がある設備及び評価部位の抽

出内容について説明するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 機器・配管系 

 
2.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部

位）の抽出 

評価対象設備を機種ごとに分類した結果を，第 1.1.7-1 表

に示す。機種ごとに分類した設備の各評価部位，応力分類に

対し構造上の特徴から水平２方向の地震力による影響を以下

の項目より検討し，影響の可能性がある設備を抽出した。 

 

(1) 水平２方向の地震力が重複する観点 

水平１方向の地震力に加えて，さらに水平直交方向に地

震力が重複した場合，水平２方向の地震力による影響を検

討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要となる可能

性があるものを抽出する。以下の場合は，水平２方向の地

震力による影響が軽微な設備であると整理した。 

 

なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点か

ら発生応力への影響に着目し，その増分が１割程度以下と

なる設備を分類しているが，水平 1方向地震力による裕度

（許容応力／発生応力）が 1.1 未満の設備については個

別に検討を行うこととする。 

 

 

 

  

設計方針として

は東海第二と変

わらないため，

東海第二に合わ

せた記載とし

た。（本頁内に

おける修正理由

としては全て同

様） 

再処理施設にお

いては分割申請

であるため，評

価結果について

後次回申請以降

で示すことか

ら，本申請では

別紙に機器・配

管系における水

平２方向及び鉛

直方向地震力の

組合せ評価対象

設備の抽出結果

までを記載して

いる。 

 

 

 

 

 

記載の適正化と

して，図書間の

整合を図るため

「Ⅳ-1-1-7 水平

２方向及び鉛直

方向地震力の組

合せに関する影

響評価方針」に

合わせた記載と

した。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

ａ．水平2方向の地震力を受けた場合でも，その構造により水平1

方向の地震力しか負担しないもの 

横置きの容器等は，水平2方向の地震力を想定した場合，

水平1方向を拘束する構造であることや，水平各方向で振動

特性及び荷重の負担断面が異なる構造であることにより，特

定の方向の地震力の影響を受ける部位であるため，水平1方

向の地震力しか負担しないものとして分類した。 

 

 

ｂ．水平2方向の地震力を受けた場合，その構造により最大応力

の発生箇所が異なるもの 

一様断面を有する容器類の胴板等は，水平2方向の地震力

を想定した場合，それぞれの水平方向地震力に応じて応力が

最大となる箇所があることから，最大応力の発生箇所が異な

り，水平2方向の地震力を組み合わせても影響が軽微である

ものとして分類した。 

 

 

その他の設備についても同様の理由から最大応力の発生箇

所が異なり，水平2方向の地震力を組み合わせても影響が軽

微であるものとして分類した。 

 

 

 

 

ｃ．水平2方向の地震力を組み合わせても水平1方向の地震による

応力と同等と言えるもの 

原子炉圧力容器スタビライザ及び原子炉格納容器スタビラ

イザは，周方向8箇所を支持する構造で配置されており，水

平1方向の地震力を6体で支持する設計としており，水平2方

向の地震力を想定した場合，地震力を負担する部位が増え，

また，最大反力を受けもつ部位が異なることで，水平1方向

の地震力による荷重と水平2方向の地震力を想定した場合に

おける荷重が同等になるものであり，水平2方向の地震を組

み合わせても1方向の地震による応力と同等のものと分類し

た。 

スタビライザと同様の支持方式を有するその他の設備につ

いても，同様の理由から水平2方向の地震を組み合わせても1

方向の地震による応力と同様のものと分類した。 

 

 

ｄ．従来評価において，水平2方向の考慮をした評価を行ってい

るもの 

蒸気乾燥器支持ブラケット等は，従来評価において，水平

2方向地震を考慮した評価を行っているため，水平2方向の影

響を考慮しても影響がないものとして分類した。 

 

 

ａ．水平２方向の地震力を受けた場合でも，その構造に

より水平１方向の地震力しか負担しないもの 

横置きの容器等は，水平２方向の地震力を想定し

た場合，水平１方向を拘束する構造であることや，

水平各方向で振動特性及び荷重の負担断面が異なる

構造であることにより，特定の方向の地震力の影響

を受ける部位であるため，水平１方向の地震力しか

負担しないものとして分類した。 

 

ｂ．水平２方向の地震力を受けた場合，その構造により

最大応力の発生箇所が異なるもの 

一様断面を有する容器類の胴板等は，水平２方向

の地震力を想定した場合，それぞれの水平方向地震

力に応じて応力が最大となる箇所があることから，

最大応力の発生箇所が異なり，水平２方向の地震力

を組み合わせても影響が軽微であるものとして分類

した。 

 

その他の設備についても同様の理由から最大応

力の発生箇所が異なり，水平 2方向の地震力を組

み合わせても影響が軽微であるものとして分類し

た。 

 

 

 

ｃ．水平2方向の地震力を組み合わせても水平1方向の地

震による応力と同等と言えるもの 

標準支持間隔法を適用した配管は建物応答軸に沿っ

た配管配置では，水平１方向の地震力のみが曲げ荷重

となるため，水平２方向の地震力の大きさを１：１と

仮定しても水平１方向の地震力と同等となる。 

 

 

 

 

 

配管と同様に水平2方向による荷重の寄与が一方向

に限定されることが明確である他の設備においても水

平2方向の地震を組み合わせて1方向の地震による応力

と同様のものと分類した。 

 

 

 

 

  

 

設計方針として

は東海第二と変

わらないため，

東海第二に合わ

せた記載とし

た。 

 

 

 

設計方針として

は東海第二と変

わらないため，

東海第二に合わ

せた記載とし

た。 

 

設計方針として

は東海第二と変

わらないため，

東海第二に合わ

せた記載とし

た。 

 

再処理施設の設

備の中で c.項に

該当する設備は

標準支持間隔法

を適用した配管

が該当するた

め，再処理施設

の対象設備を記

載している。 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設にお

いて従来から水

平 2方向及び鉛

直方向地震力の

組合せを考慮し

た評価を実施し

ている設備はな

いため，記載し

ていない。 

 

 

60



 
先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動

等）が生じる観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じること

で有意な影響が生じる可能性のある設備を抽出する。 

 

 

 

 

 

機器・配管系設備のうち，水平方向の各軸方向に対して均等

な構造となっている機器は，評価上有意なねじれ振動は生じな

い。 

 

 

 

 

一方，３次元的な広がりを持つ配管系等は，系全体として考

えた場合，有意なねじれ振動が発生する可能性がある。しか

し，水平方向とその直交方向が相関する振動が想定される設備

は，従来設計より３次元のモデル化を行っており，その振動モ

ードは適切に考慮した評価としているため，この観点から抽出

される設備は無かった。 

 

 

 

 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード(ねじれ

振動等)が生じる観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じる

ことで有意な影響が生じる可能性のある設備を抽出する。 

 

 

 

 

 

機器・配管系設備のうち，水平方向の各軸方向に対して

均等な構造となっている機器は，評価上有意なねじれ振動

は生じない。 

 

 

 

 

一方，３次元的な広がりを持つ配管系等は，系全体とし

て考えた場合，有意なねじれ振動が発生する可能性があ

る。しかし，水平方向とその直交方向が相関する振動が想

定される設備は，従来設計より３次元のモデル化を行って

おり，その振動モードは適切に考慮した評価としているた

め，この観点から抽出される設備は無かった。 

 

 

 

 

  

 

 

 

設計方針として

は東海第二と変

わらないため，

東海第二に合わ

せた記載とし

た。（本頁内に

おける修正理由

としては全て同

様） 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 (3) 水平1方向及び鉛直方向地震力に対する水平2方向及び鉛直

方向地震力の増分の観点 

(1)(2)において影響の可能性がある設備について，水平2方

向の地震力が各方向１：１で入力された場合に各部にかかる荷

重や応力を求め，従来の水平1方向及び鉛直方向地震力の設計

手法による発生値と比較し，その増分により影響の程度を確認

し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出した。 

 

水平1方向に対する水平2方向の地震力による発生値の増分の

検討は，機種毎の分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕

度が小さい設備（部位）を対象とする。水平2方向の地震力の

組合せは米国 Regulatory Guide 1.92 の「2.Combining 

Effects Caused by Three Spatial Components of an 

Earthquake」を参考として非同時性を考慮したSRSS法により組

み合わせ，発生値の増分を算出する。増分の算出は，従来の評

価で考慮している保守性により増分が低減又は包絡されること

も考慮する。 

 

 

 

・ 従来の評価データを用いた簡易的な算出では，地震・地

震以外の応力に分離可能なものは地震による発生値のみ

組み合わせた後，地震以外による応力と組み合わせて算

出する。 

・ 設備（部位）によっては解析等で求められる発生荷重よ

り大きな設計荷重を用いているものもあるため，上記組

合せによる発生値を設計荷重が上回ることを確認したも

のには，水平2方向の地震力による発生値の増分はないも

のとして扱う。 

・ 応答軸が明確な設備で，設備の応答軸の方向あるいは厳

しい応力が発生する向きへ地震力を入力している場合

は，耐震性への影響が懸念されないものとして扱う。 

 

 

(3) 水平１方向及び鉛直方向地震力に対する水平２方向及び

鉛直方向地震力の増分の観点 

(1)(2)において影響の可能性がある設備について，水平

２方向の地震力が各方向１：１で入力された場合に各部に

かかる荷重や応力を求め，従来の水平１方向及び鉛直方向

地震力の設計手法による発生値と比較し，その増分により

影響の程度を確認し，耐震性への影響が懸念される設備を

抽出した。 

水平１方向に対する水平２方向の地震力による発生値の

増分の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に

配慮し耐震裕度が小さい設備(部位)を対象とする。水平２

方向の地震力の組合せは米国 Regulatory Guide 1.92 の

「2. Combining Effects Caused by Three Spatial 

Components of an Earthquake」を参考として非同時性を

考慮した Square-Root-of-the-Sum-of-the-Squares (以下

「非同時性を考慮した SRSS 法」という。)又は組合せ係数

法(1.0:0.4:0.4)により組み合わせ，発生値の増分を算出

する。増分の算出は，従来の評価で考慮している保守性に

より増分が低減又は包絡されることも考慮する。 

 

・従来の評価データを用いた簡易的な算出では，地震・地

震以外の応力に分離可能なものは地震による発生値のみ

を組み合わせた後，地震以外による応力と組み合わせて

算出する。 

 

 

 

 

 

・応答軸が明確な設備で，設備の応答軸の方向あるいは

厳しい応力が発生する向きへ地震力を入力している場

合は，耐震性への影響が懸念されないものとして扱

う。 

 

 

  

設計方針として

は東海第二と変

わらないため，

東海第二に合わ

せた記載とし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化と

して，図書間の

整合を図るため

「Ⅳ-1-1-7 水平

２方向及び鉛直

方向地震力の組

合せに関する影

響評価方針」に

合わせた記載と

した。 

東海第二におい

ては「設備評価

用床応答曲線」

を用いた評価を

実施している

が，再処理施設

においては「設

計用床応答曲

線」を用いた評

価を実施してい

るため，記載し

ていない。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

3.2.2 建物・構築物の検討結果を踏まえた機器・配管系の設備の

抽出 

3.1 項における建物・構築物の影響評価において，原子炉建屋

の3次元ＦＥＭモデルによる解析結果を基に機器・配管系への影

響を検討した結果，耐震性への影響が懸念される部位として，原

子炉建屋6階の壁及び床の応答が大きくなる傾向が確認された。

この傾向を踏まえ，機器・配管系への影響を検討し，影響の可能

性がある設備を抽出した。 

影響評価を行う設備の抽出においては，壁及び床の応答増幅の

影響が小さい位置に設置されている設備や，耐震裕度が大きい設

備（2倍以上）については，応答増幅の影響が軽微であると判断

し，抽出対象から除外した。影響評価を行う設備の抽出結果を表

3-2-2に示す。 

なお，3.3項における屋外重要土木構造物の影響評価におい

て，機器・配管系への影響を検討した結果，耐震性への影響が懸

念される部位は抽出されなかった。 

 

3.2.3 水平2方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果 

3.2.1項で検討した，水平2方向の地震力が重畳する観点，水平

方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生

じる観点，水平1方向及び鉛直方向地震力に対する水平2方向及び

鉛直方向地震力の増分の観点で，水平2方向の地震力による影響

の可能性がある設備を抽出した結果を表3-2-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

また，3.2.2項で検討した，建物・構築物の検討結果を踏まえ

た機器・配管系の影響評価設備の評価部位の抽出結果を表3-2-4 

に示す。 

 

 

2.2 建物・構築物の検討結果を踏まえた機器・配管系の設備の

抽出 

建物・構築物の影響評価において，「Ⅳ－１－１ 耐震設

計の基本方針」のうち，「4.1 建物・構築物（洞道以外）」

における「機器・配管系への影響検討」に基づき，機器・配

管系への影響を検討した結果，水平２方向及び鉛直方向地震

力の組合せによる応答値への影響がないため，耐震性への影

響が懸念される部位は抽出されなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果 

2.1 項で検討した，水平２方向の地震力が重複する観点，

水平方向とその直交方向が相関する振動モード(ねじれ振動

等)が生じる観点，水平１方向及び鉛直方向地震力に対する

水平２方向及び鉛直方向地震力の増分の観点で，水平２方向

の地震力による影響の可能性がある設備の評価部位を抽出し

た結果を第 1.1.7-2 表に示す。 

 

 先行炉と同様に

建物・構築物の

影響評価におい

て，機器・配管

系への影響を検

討した結果，応

答値への影響が

なく，影響が懸

念される部位は

抽出されなかっ

たことを記載し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項では評価部

位の抽出につい

て示しているた

め，実施内容に

合わせた記載と

した。 

 

先行炉と同様に

建物・構築物の

影響評価におい

て，機器・配管

系への影響を検

討した結果，応

答値への影響が

なく，影響が懸

念される部位は

抽出されなかっ

たため，記載し

ていない。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

3.2.4 水平2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

3.2.1項の観点から3.2.3項で抽出された設備について，水平2

方向及び鉛直方向地震力を想定した発生値を以下の方法により算

出する。 

発生値の算出における水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せ

は，米国 Regulatory Guide 1.92 の「2. Combining Effects 

Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参

考として非同時性を考慮したSRSS法を適用する。 

 

(1) 従来評価データを用いた算出 

従来の水平1方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた評価結

果を用いて，以下の条件により水平2方向及び鉛直方向地震力

に対する発生値を算出することを基本とする。 

・水平各方向及び鉛直方向地震力をそれぞれ個別に用いて従来

の発生値を算出している設備は，水平2方向及び鉛直方向地

震力を組み合わせて水平2 方向を考慮した発生値の算出を行

う。 

・水平1方向と鉛直方向の地震力を組合せた上で従来の発生値

を各方向で算出している設備は，鉛直方向を含んだ水平各方

向別の発生値を組み合わせて水平2方向を考慮した発生値の

算出を行う。 

・水平各方向を包絡した床応答曲線による地震力と鉛直方向の

地震力を組み合わせた上で従来の発生値を算出している設備

は，鉛直方向を含んだ水平各方向同一の発生値を組み合わせ

て水平2 方向を考慮した発生値の算出を行う。 

また，算出にあたっては必要に応じて以下も考慮する。 

・発生値が地震以外の応力成分を含む場合，地震による応力成

分と地震以外の応力成分を分けて算出する。 

 

3.2.2項の観点から3.2.3項で抽出された設備について，以下の

いずれかの方法を用いて影響評価を行う。 

① 3次元ＦＥＭモデルにより得られた壁及び床の応答震度に係

数を掛け，影響評価用の震度を推定し，従来評価に用いてい

る震度（設計条件）若しくは耐震裕度に包絡されることを確

認する。 

② 質点系モデルに対する3次元ＦＥＭモデルの震度比率を求

め，設備の耐震裕度に包絡されること若しくは許容応力内に

収まることを確認する。 

 

3.2.5 水平2方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

3.2.1項の観点から3.2.3項で抽出した以下の設備に対して，

3.2.4項の影響評価条件で算出した発生値に対して設備が有する

耐震性への影響を確認した。評価した内容を設備（部位）毎に以

下に示し，その影響評価結果については重大事故時等の状態も考

慮した結果を表3-2-5 に示す。 

 

a. 原子炉圧力容器内部構造物 シュラウドヘッド 

従来設計では，地震応答解析により水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる発生値は，円筒

形容器に対する水平2 方向地震力の影響検討を行い，そこで得

られた発生値の増加率を，水平1方向及び鉛直方向地震力の組

合せによる発生値に乗じて算定し，許容値を満足することを確

  評価内容，評価

結果について

は，後次回申請

以降に申請する

計画であるた

め，記載してい

ない。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

認した。 

 

b. 原子炉圧力容器内部構造物 炉内配管 

従来設計では，地震応答解析により水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる発生値は，各方

向の地震力による発生値をSRSS法により組み合わせることで算

定し，許容値を満足することを確認した。 

 

c. 原子炉格納容器 円筒部（中央部） 

従来設計では，地震応答解析により水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる発生値は，円筒

形容器に対する水平2方向地震力の影響検討を行い，そこで得

られた発生値の増加率を，水平1方向及び鉛直方向地震力の組

合せによる発生値に乗じて算定し，許容値を満足することを確

認した。 

 

d. 原子炉格納容器 サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

従来設計では，地震応答解析により水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる発生値は，各方

向の地震力による発生値をSRSS法により組み合わせることで算

定し，許容値を満足することを確認した。 

 

e. ベント管 ブレーシング部 

従来設計では，地震応答解析により水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる発生値は，各方

向の地震力による発生値をSRSS 法により組み合わせることで

算定し，許容値を満足することを確認した。 

 

f. 原子炉遮蔽 開口集中部 

従来設計では，地震応答解析により水平1 方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる発生値は，円筒

形容器に対する水平2方向地震力の影響検討を行い，そこで得

られた発生値の増加率を，水平1方向及び鉛直方向地震力の組

合せによる発生値に乗じて算定し，許容値を満足することを確

認した。 

 

3.2.2項の観点から3.2.3項で抽出した以下の設備に対して，

3.2.4項の影響評価条件で示した評価方法により設備が有する耐

震性への影響を確認した。評価した内容を設備（部位）毎に以下

に示し，その影響評価結果を表3-2-6に示す。 

 

g. ブローアウトパネル閉止装置 

従来評価では，質点系モデルにより水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

3次元ＦＥＭモデルによる応答増幅を考慮した水平2方向及び鉛

直方向地震力による評価では，3次元ＦＥＭモデルにより得ら

れた壁の応答震度に係数を掛け，影響評価用の震度を推定し，

従来評価に用いている震度に包絡されるかまたは耐震裕度及び
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

機能維持確認済加速度に包絡されることを確認した。 

 

h. 原子炉建屋外側ブローアウトパネル竜巻防護対策施設 

従来評価では，質点系モデルにより水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

3次元ＦＥＭモデルによる応答増幅を考慮した水平2方向及び鉛

直方向地震力による評価では，3次元ＦＥＭモデルにより得ら

れた壁の応答震度に係数を掛け，影響評価用の震度を推定し，

従来評価に用いている震度に包絡されることを確認した。 

 

i. 原子炉建屋クレーン 

従来評価では，質点系モデルにより水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

3次元ＦＥＭモデルによる応答増幅を考慮した水平2方向及び鉛

直方向地震力による評価では，質点系モデルに対する3次元Ｆ

ＥＭモデルの震度比率を求め，設備の耐震裕度に包絡されるこ

とを確認した。 

 

j. 使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ・高レン

ジ） 

従来評価では，質点系モデルにより水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

3次元ＦＥＭモデルによる応答増幅を考慮した水平2方向及び鉛

直方向地震力による評価では，3次元ＦＥＭモデルにより得ら

れた壁の応答震度に係数を掛け，影響評価用の震度を推定し，

機能維持確認済加速度に包絡されることを確認した。 

 

k. 原子炉建屋換気系（ダクト）放射線モニタ 

従来評価では，質点系モデルにより水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

3次元ＦＥＭモデルによる応答増幅を考慮した水平2方向及び鉛

直方向地震力による評価では，3次元ＦＥＭモデルにより得ら

れた壁の応答震度に係数を掛け，影響評価用の震度を推定し，

機能維持確認済加速度に包絡されることを確認した。 

 

l. 燃料取替機 

従来評価では，質点系モデルにより水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

3次元ＦＥＭモデルによる応答増幅を考慮した水平2方向及び鉛

直方向地震力による評価では，質点系モデルに対する3次元Ｆ

ＥＭモデルの震度比率を求め，これより計算した算出応力が許

容値内に収まることを確認した。 

 

m. 使用済燃料貯蔵ラック 

従来評価では，質点系モデルにより水平1方向及び鉛直方向

地震力による当該部の発生値を算定し，評価を実施している。

3次元ＦＥＭモデルによる応答増幅を考慮した水平2方向及び鉛

直方向地震力による評価では，質点系モデルに対する3次元Ｆ

ＥＭモデルの震度比率を求め，これより計算した算出応力が許

容値内に収まることを確認した。 

 

3.2.6 まとめ 

機器・配管系において，水平2方向の地震力の影響を受ける可
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

能性がある設備（部位）について，従来設計手法における保守性

も考慮した上で抽出し，従来の水平1方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる設計に対して影響を評価した。その結果，従来設計

の発生値を超えて耐震性への影響が懸念される設備については，

水平2方向及び鉛直方向地震力を想定した発生値が許容値を満足

し，設備が有する耐震性に影響のないことを確認した。 

本影響評価は，水平2方向及び鉛直方向地震力により設備が有

する耐震性への影響を確認することを目的としている。そのた

め，従来設計の発生値をそのまま用いて水平2方向及び鉛直方向

地震力の組合せを評価しており，以下に示す保守側となる要因を

含んでいる。 

・ 従来設計の発生値（水平1方向及び鉛直方向地震力による応

力成分と圧力等の地震以外の応力成分の組合せ）に対し

て，係数を乗じて水平2方向及び鉛直方向地震力を想定した

発生値として算出しているため，係数倍不要な鉛直方向地

震力による応力成分と圧力等の地震以外の応力成分に対し

ても係数倍されている。 

・ 従来設計において水平各方向を包絡した床応答曲線を各方

向に入力している設備は，各方向の大きい方の地震力が水

平2方向に働くことを想定した発生値として算出している。 

 

また，建物・構築物の影響評価において，原子炉建屋3次元Ｆ

ＥＭモデルによる解析結果を基に機器・配管系への影響を検討し

た結果，耐震性への影響が懸念される部位として，原子炉建屋6 

階の壁及び床の応答が大きくなる傾向が確認されたが，当該応答

の増幅を考慮しても，設備の健全性が確保できることを確認し

た。 

以上のことから，水平2方向及び鉛直方向地震力については，

機器・配管系が有する耐震性に影響がないことを確認した。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 

 
 

 

 

 

 
第 1.1.7-1 表 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響

検討対象設備 

設備(機種) 部位 

スカート型設備 胴板，スカート 

基礎ボルト 

平底型設備 胴板 

基礎ボルト 

脚支持設備 胴板 

支持脚 

基礎ボルト 

横置型設備 胴板 

支持脚 

基礎ボルト 

横形ポンプ，非常用ディーゼル

機関・発電機， 

ファン類 

基礎ボルト，取付ボ

ルト 

立形ポンプ 基礎ボルト，取付ボ

ルト 

クレーン，台車類 転倒防止装置 

使用済燃料ラック ラック箱，基礎ボル

ト 

矩形型設備 各部位 

平板型設備 胴板，ラグ，取付ボ

ルト 

躯体一体型設備 架構 

昇降設備 昇降シャフト 

取付ボルト 

配管本体(定ピッチスパン法) 直管配管(水平，鉛

直) 

曲り部，分岐部 

配管本体，サポート(多質点はり

モデル解析) 

配管 

サポート 
 

  

再処理施設の設

備に応じた分類

の記載とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料ラッ

クの基礎ボルト

の記載について

は，先行 PWR 電

力の整理と合わ

せた記載として

いたが，東海第

二と同様の対応

とするため修

正。 

矩形型設備の記

載については誤

記を修正。 

再処理施設の排

気筒については

排気設備である

ことから機電設

備に含めて整理

していたが，設

備分類としては

建物・構築物で

あるため，機電

設備からは削除

した。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 

 
 

   

建物・構築物の

影響評価におい

て，機器・配管

系への影響を検

討した結果，応

答値への影響が

なく，影響が懸

念される部位は

抽出されなかっ

たため，記載し

ていない。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 

 

 
 

 

 

第1.1.7-2表 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽
出結果 

 
(凡例)○：影響の可能性あり 

△：影響軽微 
                              

設備(機種)及び

部位 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

2.1 項(1)及び

(2)の観点 

2.1 項(3)の観

点 1) 
検討結果 

スカート型設備 
○(基礎ボルト 

せん断) 

○(タンク基礎 

ボルト せん断) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

平底型設備 
○(基礎ボルト 

せん断) 

○(タンク基礎 

ボルト せん断) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

脚支持設備 
○(胴板，支持 

脚，基礎ボルト) 
△ 

明確な応答軸を

有している。 

横置型設備 
○(基礎ボルト 

せん断) 
△ 

明確な応答軸を

有している。 

横形ポンプ，非

常用ディーゼル

機関・発電機，

ファン類 

○(基礎ボルト，

取付ボルト 

せん断) 

△ 
明確な応答軸を

有している。 

立形ポンプ 

○(基礎ボルト，

取付ボルト 

せん断) 

○(基礎ボルト せ

ん断) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

クレーン，台車

類 
△ △ 

明確な応答軸を

有している。 

使用済燃料ラッ

ク 

○(ラック箱，基

礎ボルト) 

○(ラック箱，基

礎ボルト) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

矩形型設備 ○ △ 
明確な応答軸を

有している。 

 

  

 

 

 

 

再処理施設の設

備の分類に応じ

た記載とした。

また，検討結果

の記載内容につ

いて，影響評価

結果は後次回以

降の申請となる

ことからその旨

を記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料ラッ

クの基礎ボルト

の記載について

は，先行 PWR 電

力の整理と合わ

せた記載として

いたが，東海第

二と同様の対応

とするため修

正。 

矩形型設備の記

載については誤

記を修正。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 

 
 

設備(機種)及び

部位 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

2.1 項(1)及び

(2)の観点 

2.1 項(3)の観

点 1) 
検討結果 

平板型設備 
○(取付ボルト 

せん断) 
△ 

明確な応答軸を

有している。 

躯体一体型設備 △ △ 
明確な応答軸を

有している。 

昇降設備 

○(昇降シャフト，

取り付けボルト 

せん断) 

○(昇降シャフト，

取り付けボルト 

せん断) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

配管本体(定ピ

ッチスパン法) 
△ △ 

明確な応答軸を

有している。 

配管(多質点は

りモデル解

析)，サポート 

○(配管) ○(配管) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

○(サポート) ○(サポート) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

注記 1)：括弧内は代表部位を示す 

 

  

再処理施設の排

気筒については

排気設備である

ことから機電設

備に含めて整理

していたが，設

備分類としては

建物・構築物で

あるため，機電

設備からは削除

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配管サポートの

記載について

は，先行 PWR 電

力の整理と合わ

せた記載として

いたが，東海第

二と同様の対応

とするため修

正。 

 

 

 

 

 

75



 
先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 

 
 

   

建物・構築物の

影響評価におい

て，機器・配管

系への影響を検

討した結果，応

答値への影響が

なく，影響が懸

念される部位は

抽出されなかっ

たため，記載し

ていない。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 

 
 

 

   

再処理施設にお

いては分割申請

であるため，評

価結果について

は後次回申請以

降で示すことか

ら，記載してい

ない。 
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先行発電プラントの記載との比較表（Ⅳ－１－１－７別紙 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ評価対象設備の抽出結果） 

 

 下線（実線）：東海第二発電所と再処理施設の差異，下線（破線）：再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設の差異      ：説明範囲 

東海第二発電所 再処理施設 ＭＯＸ燃料加工施設 
備考 

(先行炉との差異) 

備考 

(施設間の差異) 

 

 
 

3.3 屋外重要土木構造物（省略） 

3.3 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備（省略） 

   

建物・構築物の

影響評価におい

て，機器・配管

系への影響を検

討した結果，応

答値への影響が

なく，影響が懸

念される部位は

抽出されなかっ

たため，記載し

ていない。 
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令和３年２月２４日 R０ 

【修正前後表】

別紙-1（3）
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j2100014
テキストボックス
・第１回申請の修正内容について修正前後表で示す。
・修正箇所を赤字及び下線で示した上で修正の考え方を示す。
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修正前後表 

 
修 正 前 修 正 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ－１－１－７別紙 

水平2方向及び鉛直方向地震力の 

組合せ評価対象設備の抽出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ－１－１－７別紙 

水平2方向及び鉛直方向地震力の 

組合せ評価対象設備の抽出結果 
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修正前後表 

 
修 正 前 修 正 後 備 考 

 

 
第 1.1.7-1 表 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討対象設備 

設備(機種) 部位 

スカート型設備 胴板，スカート 

基礎ボルト 

平底型設備 胴板 

基礎ボルト 

脚支持設備 胴板 

支持脚 

基礎ボルト 

横置型設備 胴板 

支持脚 

基礎ボルト 

横形ポンプ，非常用ディーゼル

機関・発電機， 

ファン類 

基礎ボルト，取付ボ

ルト 

立形ポンプ 基礎ボルト，取付ボ

ルト 

クレーン，台車類 転倒防止装置 

使用済燃料ラック ラック箱 

 

矩形構造の架構設備 

※蓄電池，架台を含む 

各部位 

平板型設備 胴板，ラグ，取付ボ

ルト 

躯体一体型設備 架構 

排気筒 筒身 

鉄塔 

昇降設備 昇降シャフト 

取付ボルト 

配管本体(定ピッチスパン法) 直管配管(水平，鉛

直) 

曲り部，分岐部 

配管本体，サポート(多質点はり

モデル解析) 

配管 

サポート 

 

 

 

 
第 1.1.7-1 表 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討対象設備 

設備(機種) 部位 

スカート型設備 胴板，スカート 

基礎ボルト 

平底型設備 胴板 

基礎ボルト 

脚支持設備 胴板 

支持脚 

基礎ボルト 

横置型設備 胴板 

支持脚 

基礎ボルト 

横形ポンプ，非常用ディーゼル

機関・発電機， 

ファン類 

基礎ボルト，取付ボ

ルト 

立形ポンプ 基礎ボルト，取付ボ

ルト 

クレーン，台車類 転倒防止装置 

使用済燃料ラック ラック箱，基礎ボル

ト 

矩形構造の架構設備 

※蓄電池，架台を含む 

各部位 

平板型設備 胴板，ラグ，取付ボ

ルト 

躯体一体型設備 架構 

昇降設備 昇降シャフト 

取付ボルト 

配管本体(定ピッチスパン法) 直管配管(水平，鉛

直) 

曲り部，分岐部 

配管本体，サポート(多質点はり

モデル解析) 

配管 

サポート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料ラックの基礎ボルトの

記載については，先行 PWR 電力の

整理と合わせた記載としていた

が，東海第二と同様の対応とする

ため修正。 

 

 

再処理施設の排気筒については排

気設備であることから機電設備に

含めて整理していたが，設備分類

としては建物・構築物であるた

め，機電設備からは削除した。 

82



 

修正前後表 

 
修 正 前 修 正 後 備 考 

 
第1.1.7-2表 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果 

 
(凡例)○：影響の可能性あり 

△：影響軽微 
－：申請範囲に該当設備無し 

                                              

設備(機種)及び

部位 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

2.1 項(1)及び

(2)の観点 

2.1 項(3)の観

点 1) 
検討結果 

スカート型設備 
○(基礎ボルト 

せん断) 

○(タンク基礎 

ボルト せん断) 
－ 

平底型設備 
○(基礎ボルト 

せん断) 

○(タンク基礎 

ボルト せん断) 
－ 

脚支持設備 
○(胴板，支持 

脚，基礎ボルト) 
△ 

明確な応答軸を

有している 

横置型設備 
○(基礎ボルト 

せん断) 
△ 

明確な応答軸を

有している 

横形ポンプ，非

常用ディーゼル

機関・発電機，

ファン類 

○(基礎ボルト，

取付ボルト 

せん断) 

△ 
明確な応答軸を

有している 

立形ポンプ 

○(基礎ボルト，

取付ボルト 

せん断) 

○(基礎ボルト せ

ん断) 
－ 

クレーン，台車

類 
△ △ 

明確な応答軸を

有している 

使用済燃料ラッ

ク 
○(ラック箱) ○(ラック箱) － 

矩形構造の架構

設備 

※蓄電池，架台

を含む 

○ △ 
明確な応答軸を

有している 

 

 

 

 

 

 

 
第1.1.7-2表 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果 

 
(凡例)○：影響の可能性あり 

△：影響軽微 
                                         

  

設備(機種)及び

部位 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

2.1 項(1)及び

(2)の観点 

2.1 項(3)の観

点 1) 
検討結果 

スカート型設備 
○(基礎ボルト 

せん断) 

○(タンク基礎 

ボルト せん断) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

平底型設備 
○(基礎ボルト 

せん断) 

○(タンク基礎 

ボルト せん断) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

脚支持設備 
○(胴板，支持 

脚，基礎ボルト) 
△ 

明確な応答軸を

有している。 

横置型設備 
○(基礎ボルト 

せん断) 
△ 

明確な応答軸を

有している。 

横形ポンプ，非

常用ディーゼル

機関・発電機，

ファン類 

○(基礎ボルト，

取付ボルト 

せん断) 

△ 
明確な応答軸を

有している。 

立形ポンプ 

○(基礎ボルト，

取付ボルト 

せん断) 

○(基礎ボルト せ

ん断) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

クレーン，台車

類 
△ △ 

明確な応答軸を

有している。 

使用済燃料ラッ

ク 

○(ラック箱，基

礎ボルト) 

○(ラック箱，基

礎ボルト) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

矩形構造の架構

設備 

※蓄電池，架台

を含む 

○ △ 
明確な応答軸を

有している。 

 

 

 

 

 

 

 
検討結果の記載内容について，影

響評価結果は後次回以降の申請と

なることからその旨を記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料ラックの基礎ボルトの

記載については，先行 PWR 電力の

整理と合わせた記載としていた

が，東海第二と同様の対応とする

ため修正。 
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修正前後表 

 
修 正 前 修 正 後 備 考 

 

 

設備(機種)及び

部位 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

2.1 項(1)及び

(2)の観点 

2.1 項(3)の観

点 1) 
検討結果 

平板型設備 
○(取付ボルト 

せん断) 
△ 

明確な応答軸を

有している 

躯体一体型設備 △ △ 
明確な応答軸を

有している 

排気筒 ○(筒身，鉄塔) ○(筒身，鉄塔) － 

昇降設備 

○(昇降シャフト，

取り付けボルト 

せん断) 

○(昇降シャフト，

取り付けボルト 

せん断) 

－ 

配管本体(定ピ

ッチスパン法) 
△ △ 

明確な応答軸を

有している 

配管(多質点は

りモデル解

析)，サポート 

○(配管) ○(配管) － 

○(サポート) △ － 

注記 1)：括弧内は代表部位を示す 

 

2 

 

 

設備(機種)及び

部位 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

2.1 項(1)及び

(2)の観点 

2.1 項(3)の観

点 1) 
検討結果 

平板型設備 
○(取付ボルト 

せん断) 
△ 

明確な応答軸を

有している。 

躯体一体型設備 △ △ 
明確な応答軸を

有している。 

昇降設備 

○(昇降シャフト，

取り付けボルト 

せん断) 

○(昇降シャフト，

取り付けボルト 

せん断) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

配管本体(定ピ

ッチスパン法) 
△ △ 

明確な応答軸を

有している。 

配管(多質点は

りモデル解

析)，サポート 

○(配管) ○(配管) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

○(サポート) ○(サポート) 

影響評価結果は

後次回申請以降

に示す。 

注記 1)：括弧内は代表部位を示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討結果の記載内容について，影

響評価結果は後次回以降の申請と

なることからその旨を記載した。 

再処理施設の排気筒については排

気設備であることから機電設備に

含めて整理していたが，設備分類

としては建物・構築物であるた

め，機電設備からは削除した。 

 

 

 

 

 

配管サポートの記載については，

先行PWR電力と合わせた記載として

いたが，東海第二と同様の対応と

するため修正。 
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